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広島市障害者総合⽀援法施⾏条例の制定について

ページ番号︓0000018664 更新⽇︓2024年6⽉21⽇更新

 政府が進める地域主権改⾰に伴い、これまで国が定めていた指定障害福祉サービス等の運営に関する基準等を、地⽅公共団体が条例で定めることになり、本市
では、「広島市障害者⾃⽴⽀援法施⾏条例」（平成18年広島市条例第33号）（現「広島市障害者総合⽀援法施⾏条例」）を改正し、平成25年4⽉1⽇から施⾏し
ています。

 この条例では、地域の実情に応じた基準等を設けることが可能となったことを踏まえ、国が定める基準（省令基準）を精査し、(1)サービス利⽤者等の処遇向
上、(2)事業者の適正な事業運営の確保、(3)事業者の円滑な事業運営の確保の3点の視点から、省令基準と異なる基準（独⾃基準）を設けています。

 また、独⾃基準以外の基準については、これまでどおり省令基準を適⽤しています。

 なお、指定地域相談⽀援の事業及び指定計画相談⽀援の事業の基準については、条例で定める対象とされていないことから、引き続き省令基準が適⽤されま
す。

※ 「広島市障害者総合⽀援法施⾏条例」は、ページ下部の「関連情報」からご覧ください。

 

独⾃基準の概要

独⾃基準の項⽬ 独⾃基準の内容

⼀般原則・基本⽅針
事業者は、利⽤者の⼈権の擁護、虐待の防⽌等のため、必要な体制の整備を⾏うとともに、その従業者及び管
理者に対し研修を実施する等の措置を講じなければならない。

運営規程の記載事項
事業者は、利⽤者に対し緊急やむを得ない理由で⾝体的拘束その他利⽤者の⾏動を制限する⾏為を⾏う場合の
要件等に関する事項を、その運営規程に定めなければならない。

⾦銭管理規程の整備
（短期⼊所、共同⽣活援助、障害者⽀援施設及
び福祉ホームに限る。）

事業者は、利⽤者が⽇常⽣活を営むために必要な⾦銭の管理等を利⽤者に代わって⾏う場合は、その管理等を
適切に⾏うために必要な事項に関する規程を定めなければならない。

管理者の研修の機会の確保 事業者は、その管理者に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。

⾮常災害対策

夜間を想定した避難訓
練の実施
（共同⽣活援助、障害
者⽀援施設及び福祉ホ
ームに限る。）

事業者は、⾮常災害に備えるための訓練を⾏うに当たっては、昼間を想定した訓練に加え、夜間を想定した訓
練を⾏うよう努めなければならない。

⽔、⾷料品等の備蓄
（共同⽣活援助、障害
者⽀援施設及び福祉ホ
ームに限る。）

事業者は、⾮常災害時の⽔、⾷料等の不⾜に備え、利⽤者、従業者、管理者等のための⽔、⾷料等を備蓄する
よう努めなければならない。

地域住⺠等との⽇頃か
らの連携
（居宅介護、重度訪問
介護、同⾏援護、⾏動
援護⼜は重度障害者等
包括⽀援に係る指定障
害福祉サービスを除
く。）

事業者は、⾮常災害時に地域住⺠等との連携が円滑に⾏えるよう、⽇頃から地域住⺠等との連携に努めなけれ
ばならない。

苦情処理解決
事業者は、その提供したサービスに関する利⽤者及びその家族からの苦情に対応するために、その従業者及び
管理者以外の者を関与させるよう努めなければならない。

サービスの提供に係る計画の⾒直し
（居宅介護、重度訪問介護、同⾏援護、⾏動援

サービス提供責任者は、そのサービスに係る計画作成後においても、少なくとも1年に1回以上、当該計画の⾒
直しを⾏わなければならない。

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 指定基準 > 広島市障害者総合⽀援法施⾏条例の制定について現在地
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護⼜は重度障害者等包括⽀援に係る指定障害福
祉サービスに限る。）

その他
（地域活動⽀援センター及び福祉ホームに限
る。）

重要事項の説明及び同意（義務）
市町村⼜は相談⽀援事業が⾏う連絡調整への協⼒（努⼒義務）
受給資格等の確認（義務）
利⽤者の状況等の把握（努⼒義務）
他事業者等との連携（努⼒義務）
緊急時対応（義務）
相談及び援助（努⼒義務）
⾝体拘束等の禁⽌（義務）
地域との連携（努⼒義務）
⾷事の提供に当たっての必要な措置（努⼒義務）【地域活動⽀援センターのみ】
健康管理（努⼒義務）【地域活動⽀援センターのみ】
協⼒医療機関（努⼒義務）

 

関連情報

広島市障害者の⽇常⽣活及び社会⽣活を総合的に⽀援するための法律施⾏条例 [PDFファイル／229KB] （広島市障害者総合⽀援法施⾏条例）

 

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
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○広島市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例 

平成18年３月29日 

条例第33号 

改正 平成24年３月27日条例第20号 

平成24年12月18日条例第59号 

（この条例で題名改正） 

平成25年３月28日条例第14号 

平成26年３月28日条例第25号 

平成27年３月13日条例第18号 

平成28年３月29日条例第22号 

平成30年３月29日条例第19号 

平成31年３月15日条例第11号 

令和３年３月29日条例第21号 

令和３年６月29日条例第43号 

令和４年３月18日条例第25号 

令和６年３月28日条例第19号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号。以下「法」という。）の施行に関し、法令に定めがあるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（平24条例59・一部改正） 

（広島市障害支援区分認定等審査会の委員の定数） 

第２条 法第15条の規定に基づき設置する広島市障害支援区分認定等審査会の委員の定数

は、80人以内とする。 

（令３条例43・一部改正） 

（基準該当事業所の人員、設備及び運営の基準） 

第３条 法第30条第１項第２号イの条例で定めるものは、次項から第10項までに規定する

もののほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令

第171号。以下「指定障害福祉サービス基準省令」という。）第44条から第48条まで、第

94条から第95条まで、第125条の５、第125条の６、第163条から第164条まで、第172条
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から第173条まで、第203条から第206条まで及び第219条から第224条までに規定する基

準とする。 

２ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（短期入所に係る基準該当障害福祉サービス

の事業を行うものを除く。）は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえ

た計画を作成し、これに基づき利用者に対して基準該当障害福祉サービスを提供するとと

もに、その効果について継続的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより利

用者に対して適切かつ効果的に基準該当障害福祉サービスを提供しなければならない。 

３ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は、利用者又は障害児の保護者の意思及び人

格を尊重して、常に当該利用者又は障害児の保護者の立場に立った基準該当障害福祉サー

ビスの提供に努めなければならない。 

４ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者及び管理者に対し研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

５ 指定障害福祉サービス基準省令第48条第１項又は第２項において読み替えて準用する

指定障害福祉サービス基準省令第26条第１項のサービス提供責任者は、そのサービスに

係る計画作成後においても、少なくとも１年に１回以上、当該計画の見直しを行わなけれ

ばならない。 

６ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は、その運営規程に利用者に対し緊急やむを

得ない理由で身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行う場合の要件等に関す

る事項を定めなければならない。 

７ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（短期入所に係る基準該当障害福祉サービス

の事業を行うものに限る。）は、利用者が日常生活を営むために必要な金銭の管理等を利

用者に代わって行う場合は、その管理等を適切に行うために必要な事項に関する規程を定

めなければならない。 

８ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は、その管理者に対し、その資質の向上のた

めの研修の機会を確保しなければならない。 

９ 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行

動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものを除く。）は、非常災害時に地

域住民等との連携が円滑に行えるよう、日頃から地域住民等との連携に努めなければなら

ない。 

10 基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は、その提供したサービスに関する利用者
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及びその家族からの苦情に対応するために、その従業者及び管理者以外の者を関与させる

よう努めなければならない。 

（平24条例59・追加、平25条例14・平26条例25・平28条例22・平30条例19・平

31条例11・令３条例21・令３条例43・令６条例19・一部改正） 

（指定障害福祉サービス事業者の指定に係る対象者） 

第４条 法第36条第３項第１号（法第37条第２項及び第41条第４項において準用する場合

及びこれらの規定（法第37条第２項において準用する同号を除く。）を法第41条の２第

１項の規定により適用する場合を含む。）の条例で定める者は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第34条

の21第１項に規定する者とする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・平30条例19・平31条例11・一部改正） 

（指定障害者支援施設の指定に係る対象者） 

第５条 法第38条第３項（法第39条第２項及び第41条第４項において準用する場合を含

む。）において準用する法第36条第３項第１号の条例で定める者は、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第34条の24の２第１項に規定する

者とする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・平30条例19・一部改正） 

（共生型障害福祉サービス事業の人員、設備及び運営の基準） 

第６条 法第41条の２第１項各号に規定する条例で定める基準は、次項に規定するものの

ほか、指定障害福祉サービス基準省令第３条、第43条の２から第43条の４まで、第93条

の２から第93条の５まで、第125条の２から第125条の４まで、第162条の２から第162

条の５まで、第171条の２から第171条の４まで及び第224条に規定する基準とする。 

２ 第３条第５項から第10項までの規定は、前項の条例で定める基準について準用する。

この場合において、これらの規定中「指定障害福祉サービス基準省令第48条第１項又は

第２項において読み替えて準用する」とあるのは「指定障害福祉サービス基準省令第43

条の４において準用する」と、「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は」とあるの

は「共生型障害福祉サービス事業者は」と、「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者

（短期入所に係る基準該当障害福祉サービスの事業」とあるのは「共生型障害福祉サービ

ス事業者（短期入所に係る共生型障害福祉サービスの事業」と、「基準該当障害福祉サー

ビスの事業を行う者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る基準該当障

害福祉サービスの事業」とあるのは「共生型障害福祉サービス事業者（居宅介護又は重度
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訪問介護に係る共生型障害福祉サービスの事業」と読み替えるものとする。 

（平31条例11・追加、令３条例21・令３条例43・令６条例19・一部改正） 

（指定障害福祉サービス事業の人員、設備及び運営の基準） 

第７条 法第43条第１項及び第２項に規定する条例で定める基準は、次項から第４項まで

に規定するもののほか、次に掲げる規定に規定する基準とする。 

(1) 指定障害福祉サービス基準省令第３条から第43条まで、第49条から第72条まで、第

74条から第93条まで、第114条から第125条まで、第126条から第136条まで、第155条

から第162条まで、第165条から第168条まで、第169条の２から第171条まで、第174

条から第202条まで、第206条の２から第206条の16まで、第206条の18から第213条の

22まで、第215条、第216条及び第224条並びに附則第４条から第12条まで、第14条及

び第18条から第23条まで 

(2) 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令（平成25

年厚生労働省令第124号）附則第３条から第５条まで 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準及び厚生労働省関係構造改革特

別区域法第34条に規定する政令等規制事業に係る省令の特例に関する措置を定める省

令の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第５号）附則第２項 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する命令（令和

６年／内閣府／厚生労働省／令第３号）附則第２条 

２ 指定障害福祉サービス事業者（共同生活援助に係る指定障害福祉サービスの事業を行う

ものに限る。）は、非常災害に備えるための訓練を行うに当たっては、昼間を想定した訓

練に加え、夜間を想定した訓練を行うよう努めなければならない。 

３ 指定障害福祉サービス事業者（共同生活援助に係る指定障害福祉サービスの事業を行う

ものに限る。）は、非常災害時の水、食料等の不足に備え、利用者、従業者、管理者等の

ための水、食料等を備蓄するよう努めなければならない。 

４ 第３条第５項から第10項まで（就労定着支援又は自立生活援助に係る指定障害福祉サ

ービスにあっては、第６項を除く。）の規定は、第１項の条例で定める基準について準用

する。この場合において、これらの規定中「指定障害福祉サービス基準省令第48条第１

項又は第２項において読み替えて準用する指定障害福祉サービス基準省令第26条第１
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項」とあるのは「指定障害福祉サービス基準省令第26条第１項（指定障害福祉サービス

基準省令第43条において準用する場合を含む。）及び第134条第１項」と、「基準該当障

害福祉サービスの事業を行う者は」とあるのは「指定障害福祉サービス事業者は」と、「基

準該当障害福祉サービスの事業を行う者（短期入所に係る基準該当障害福祉サービスの事

業」とあるのは「指定障害福祉サービス事業者（短期入所又は共同生活援助に係る指定障

害福祉サービスの事業」と、「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（居宅介護、重

度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業」とあるのは

「指定障害福祉サービス事業者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護又は重度

障害者等包括支援に係る指定障害福祉サービスの事業」と読み替えるものとする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・平26条例25・平27条例18・平30条例19・一

部改正、平31条例11・旧第６条繰下・一部改正、令３条例21・令３条例43・令６

条例19・一部改正） 

（指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準） 

第８条 法第44条第１項及び第２項に規定する条例で定める基準は、次項に規定するもの

のほか、次に掲げる規定に規定する基準とする。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者

支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号。以下

「指定障害者支援施設等基準省令」という。）第３条から第52条まで及び第54条から

第57条まで並びに附則第15条から第20条まで 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者

支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和６年厚生

労働省令第17号。以下「令和６年改正省令」という。）附則第２条第１項及び第２項 

２ 第３条第６項から第10項まで並びに前条第２項及び第３項の規定は、前項の条例で定

める基準について準用する。この場合において、これらの規定中「基準該当障害福祉サー

ビスの事業を行う者は」とあるのは「指定障害者支援施設等は」と、「基準該当障害福祉

サービスの事業を行う者（短期入所に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものに

限る。）」、「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（居宅介護、重度訪問介護、同

行援護又は行動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものを除く。）」及び

「指定障害福祉サービス事業者（共同生活援助に係る指定障害福祉サービスの事業を行う

ものに限る。）」とあるのは「指定障害者支援施設等」と読み替えるものとする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・平30条例19・一部改正、平31条例11・旧第７
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条繰下・一部改正、令３条例21・令３条例43・令４条例25・令６条例19・一部改

正） 

（障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準） 

第９条 法第80条第１項に規定する条例で定める基準のうち障害福祉サービス事業（施設

を必要とするものに限る。以下この条において同じ。）に係るものは、次項に規定するも

ののほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福

祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第174号）第３条か

ら第59条まで及び第61条から第92条まで並びに附則第３条から第８条までに規定する基

準とする。 

２ 第３条第６項、第９項及び第10項の規定は、前項に規定する条例で定める基準のうち

障害福祉サービス事業に係るものについて準用する。この場合において、これらの規定中

「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者は」とあるのは「障害福祉サービス事業（施

設を必要とするものに限る。）を行う者は」と、「基準該当障害福祉サービスの事業を行

う者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る基準該当障害福祉サービス

の事業を行うものを除く。）」とあるのは「障害福祉サービス事業（施設を必要とするも

のに限る。）を行う者」と、「従業者及び管理者」とあるのは「職員」と読み替えるもの

とする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・一部改正、平31条例11・旧第８条繰下・一部

改正、令３条例21・令３条例43・令６条例19・一部改正） 

（地域活動支援センターの設備及び運営の基準） 

第10条 法第80条第１項に規定する条例で定める基準のうち地域活動支援センターに係る

ものは、次項から第17項までに規定するもののほか、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基

準（平成18年厚生労働省令第175号）第２条から第19条までに規定する基準とする。 

２ 地域活動支援センターは、障害者が地域活動支援センターの利用の申込みを行ったとき

は、当該利用申込者の障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対し、

運営規程の概要、職員の勤務体制その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を記した文書を交付して説明を行い、地域活動支援センターの利用の開始について当該利

用申込者の同意を得なければならない。 

３ 地域活動支援センターは、地域活動支援センターの利用について本市又は一般相談支援

事業若しくは特定相談支援事業を行う者が行う連絡調整に協力するよう努めなければな
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らない。 

４ 地域活動支援センターは、地域活動支援センターの利用の申込みを受けた場合は、利用

資格の有無等を確認しなければならない。 

５ 地域活動支援センターは、地域活動支援センターを利用させるに当たっては、利用者の

心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービスの利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

６ 地域活動支援センターは、地域活動支援センターを利用させるに当たっては、地域及び

家庭との結び付きを重視した運営を行い、市町村（特別区を含む。）、他の指定障害福祉

サービス事業者等その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければならない。 

７ 地域活動支援センターは、地域活動支援センターの利用の終了に際しては、利用者又は

その家族に対して適切な援助を行うとともに、保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めなければならない。 

８ 地域活動支援センターの職員は、利用者が現に地域活動支援センターを利用していると

きに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、直ちに医療機関への連絡を行

う等の必要な措置を講じなければならない。 

９ 地域活動支援センターは、利用者又はその家族からの相談に適切に応ずるとともに、必

要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

10 地域活動支援センターは、地域活動支援センターを利用させるに当たっては、身体的

拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならない。ただし、利用者又は他の利

用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合は、この限りでない。 

11 前項ただし書の規定により、やむを得ず身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為を行う場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由その他必要な事項を記録しなければならない。 

12 地域活動支援センターは、その事業の運営に当たっては、地域住民等又はその自発的

な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

13 地域活動支援センターは、あらかじめ、利用者に対し食事の提供の有無を説明し、提

供を行う場合は、その内容及び費用に関し説明を行わなければならない。 

14 地域活動支援センターは、利用者に対し食事の提供を行う場合は、次に掲げる事項に

配慮するよう努めなければならない。 

(1) 利用者の心身の状況及び嗜し好を考慮し、適切な時間に食事の提供を行うとともに、
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利用者の年齢及び障害の特性に応じた適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うため、

必要な栄養管理を行うこと。 

(2) 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うこと。 

(3) 献立の内容、栄養価の算定及び調理の方法について保健所等の指導を受けること。 

15 地域活動支援センターは、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持の

ための適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

16 地域活動支援センターは、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ協力医療

機関を定めるよう努めなければならない。 

17 第３条第６項、第９項及び第10項の規定は、第１項の条例で定める基準のうち地域活

動支援センターに係るものについて準用する。この場合において、これらの規定中「基準

該当障害福祉サービスの事業を行う者は」とあるのは「地域活動支援センターは」と、「基

準該当障害福祉サービスの事業を行う者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援

護に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものを除く。）」とあるのは「地域活動

支援センター」と、「従業者及び管理者」とあるのは「職員」と読み替えるものとする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・一部改正、平31条例11・旧第９条繰下・一部

改正、令３条例21・令３条例43・令６条例19・一部改正） 

（福祉ホームの設備及び運営の基準） 

第11条 法第80条第１項に規定する条例で定める基準のうち福祉ホームに係るものは、次

項及び第３項に規定するもののほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第

176号）第２条から第18条まで及び附則第２条に規定する基準とする。 

２ 福祉ホームは、あらかじめ協力歯科医療機関を定めるよう努めなければならない。 

３ 第３条第６項、第７項、第９項及び第10項、第７条第２項及び第３項並びに前条第２

項から第12項まで及び第16項の規定は、第１項の条例で定める基準のうち福祉ホームに

係るものについて準用する。この場合において、これらの規定中「基準該当障害福祉サー

ビスの事業を行う者は」とあるのは「福祉ホームは」と、「基準該当障害福祉サービスの

事業を行う者（短期入所に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものに限る。）」、

「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行

動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものを除く。）」、「指定障害福祉

サービス事業者（共同生活援助に係る指定障害福祉サービスの事業を行うものに限る。）」

及び「地域活動支援センター」とあるのは「福祉ホーム」と、「従業者及び管理者」とあ
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るのは「職員」と、「従業者、管理者等」とあるのは「職員等」と読み替えるものとする。 

（平24条例59・追加、平25条例14・一部改正、平31条例11・旧第10条繰下・一部

改正、令３条例21・令３条例43・令６条例19・一部改正） 

（障害者支援施設の設備及び運営の基準） 

第12条 法第84条第１項に規定する条例で定める基準は、次項に規定するもののほか、次

に掲げる規定に規定する基準とする。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援

施設の設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第177号。以下「障害者支援

施設基準省令」という。）第３条から第41条まで及び第43条から第44条まで並びに附

則第15条から第19条まで 

(2) 令和６年改正省令附則第２条第３項及び第４項 

２ 第３条第６項、第７項、第９項及び第10項並びに第７条第２項及び第３項の規定は、

前項の条例で定める基準について準用する。この場合において、これらの規定中「基準該

当障害福祉サービスの事業を行う者は」とあるのは「障害者支援施設は」と、「基準該当

障害福祉サービスの事業を行う者（短期入所に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行

うものに限る。）」、「基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（居宅介護、重度訪問

介護、同行援護又は行動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行うものを除

く。）」及び「指定障害福祉サービス事業者（共同生活援助に係る指定障害福祉サービス

の事業を行うものに限る。）」とあるのは「障害者支援施設」と、「従業者及び管理者」

とあるのは「職員」と、「従業者、管理者等」とあるのは「職員等」と読み替えるものと

する。 

（平24条例59・追加、平25条例14・一部改正、平31条例11・旧第11条繰下・一部

改正、令３条例21・令３条例43・令６条例19・一部改正） 

（過料） 

第13条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、10万円以下の過料を科する。 

(1) 正当な理由なしに、法第９条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは

提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同

項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者 

(2) 正当な理由なしに、法第10条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは

提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同

項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若しく
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は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

(3) 法第24条第２項、第25条第２項、第51条の９第２項又は第51条の10第２項の規定に

よる受給者証又は地域相談支援受給者証の提出又は返還を求められてこれに応じない

者 

（平24条例20・一部改正、平24条例59・旧第３条繰下、平31条例11・旧第12条繰

下・一部改正） 

第14条 前条の過料の額は、情状により、市長が定める。 

２ 前条の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納付期限は、その発

付の日から起算して10日以上を経過した日とする。 

（平24条例59・旧第４条繰下、平31条例11・旧第13条繰下） 

（委任規定） 

第15条 この条例に定めるもののほか、法及びこの条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

（平24条例59・追加、平31条例11・旧第14条繰下） 

附 則 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。ただし、第３条第１号及び第２号（法第

６条のサービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、療養

介護医療費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に限る。）の規定は、

同年10月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月27日条例第20号） 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年12月18日条例第59号） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第６条第４項（改正後の第７条第２項、第８条第２項、第９条第17項、第10

条第３項及び第11条第２項において準用する場合を含む。）及び第５項（改正後の第７

条第２項、第10条第３項及び第11条第２項において準用する場合を含む。）の規定は、

平成26年４月１日から適用する。 

附 則（平成25年３月28日条例第14号） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。ただし、第１条中広島市障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例第２条、第６条第５項、第７項及び

第８項、第７条第２項、第10条第３項並びに第11条第２項の改正規定、第２条（「第５条
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第12項」を「第５条第11項」に改める部分に限る。）の規定、第３条中広島市湯来福祉会

館条例第３条第５号の改正規定（「第５条第26項」を「第５条第25項」に改める部分に限

る。）、第４条（「第５条第10項に規定する共同生活介護若しくは同条第16項」を「第５

条第15項」に改める部分に限る。）の規定、第５条中広島市重度心身障害者医療費補助条

例第３条第１項第１号の改正規定（「第５条第12項」を「第５条第11項」に改める部分に

限る。）及び同条例附則第７項の改正規定（「第５条第10項に規定する共同生活介護若し

くは同条第16項」を「第５条第15項」に改める部分に限る。）、第６条中広島市心身障害

者福祉センター条例第３条第５号の改正規定（「同条第13項」を「同条第12項」に改める

部分に限る。）及び同条第６号の改正規定（「第５条第26項」を「第５条第25項」に改め

る部分に限る。）、第７条中広島市障害者デイサービスセンター条例第３条第１号の改正規

定（「同条第13項」を「同条第12項」に改める部分に限る。）及び同条第２号の改正規定

（「第５条第26項」を「第５条第25項」に改める部分に限る。）、第８条中広島市皆賀園

条例第３条第２号の改正規定（「第５条第14項」を「第５条第13項」に改める部分に限る。）、

同条第３号の改正規定（「第５条第15項」を「第５条第14項」に改める部分に限る。）及

び同条例第５条第１号の改正規定（「同条第14項」を「同条第13項」に、「同条第15項」

を「同条第14項」に改める部分に限る。）、第10条（「第５条第12項」を「第５条第11項」

に改める部分に限る。）の規定並びに第11条中広島市総合リハビリテーションセンター条

例第４条第３号の改正規定（「第５条第12項」を「第５条第11項」に、「同条第13項」を

「同条第12項」に、「第５条第11項」を「第５条第10項」に改める部分に限る。）及び同

条例第７条第１号の改正規定（「第５条第13項」を「第５条第12項」に、「同条第11項」

を「同条第10項」に改める部分に限る。）は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月28日条例第25号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月13日条例第18号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月29日条例第22号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日条例第19号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定（「第37条第

２項」の右に「及び第41条第４項」を加える部分に限る。）、第５条の改正規定及び第６

条第１項第１号の改正規定（「附則第５条」を「附則第４条」に改める部分に限る。）は、
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公布の日から施行する。 

附 則（平成31年３月15日条例第11号 抄） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日条例第21号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月29日条例第43号） 

この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第１条中広島市障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例第２条の見出しの改正規定及び同条

の改正規定は公布の日から、第２条の規定は令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月18日条例第25号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年３月28日条例第19号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第７条第４項の改正規定は、公布

の日から施行する。 
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広島市児童福祉施設設備基準等条例の制定について

ページ番号︓0000018667 更新⽇︓2024年6⽉21⽇更新

 政府が進める地域主権改⾰に伴い、これまで国が定めていた指定障害児通所⽀援等の運営に関する基準等を、地⽅公共団体が条例で定め
ることになり、本市では、平成24年12⽉18⽇に「広島市児童福祉施設設備基準等条例」(平成24年広島市条例第58号)を公布し、平成25
年4⽉1⽇から施⾏しています。

 この条例では、地域の実情に応じた基準等を設けることが可能となったことを踏まえ、国が定める基準(省令基準)を精査し、(1)サービ
ス利⽤者等の処遇向上、(2)事業者の適正な事業運営の確保、(3)事業者の円滑な事業運営の確保の3点の視点から、省令基準と異なる基準
(独⾃基準)を設けています。

 また、独⾃基準以外の基準については、これまでどおり省令基準を適⽤しています。

 なお、指定障害児相談⽀援の事業の基準については、条例で定める対象とされていないことから、引き続き省令基準が適⽤されます。

※ 「広島市児童福祉施設設備基準等条例」は、ページ下部の「関連情報」からご覧ください。

 

独⾃基準の概要(指定障害児通所⽀援及び指定障害児⼊所⽀援に限る。)

独⾃基準の項⽬ 独⾃基準の内容

⼀般原則
（基準該当児童発達⽀援事業者等に限
る。）

事業者は、障害児の⼈権の擁護、虐待の防⽌等のため、必要な体制の整備を⾏うととも
に、その従業者及び管理者に対し研修を実施する等の措置を講じなければならない。

運営規程の記載事項
事業者は、障害児に対し緊急やむを得ない理由で⾝体的拘束その他利⽤者の⾏動を制限す
る⾏為を⾏う場合の要件等に関する事項を、その運営規程に定めなければならない。

管理者の研修の機会の確保
事業者は、その管理者に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければなら
ない。

⾮常災害対
策

夜間を想定した避難訓練の
実施
(指定障害児⼊所施設に限
る。)

事業者は、⾮常災害に備えるための訓練を⾏うに当たっては、昼間を想定した訓練に加
え、夜間を想定した訓練を⾏うよう努めなければならない。

⽔、⾷料品等の備蓄
(指定障害児⼊所施設に限
る。)

事業者は、⾮常災害時の⽔、⾷料等の不⾜に備え、障害児、従業者、管理者等のための
⽔、⾷料等を備蓄するよう努めなければならない。

地域住⺠等との⽇頃からの
連携

事業者は、⾮常災害時に地域住⺠等との連携が円滑に⾏えるよう、⽇頃から地域住⺠等と
の連携に努めなければならない。

苦情処理解決
事業者は,その提供したサービスに関する障害児、保護者及びその家族からの苦情に対応す
るために,その従業者及び管理者以外の者を関与させるよう努めなければならない。

 

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 指定基準 > 広島市児童福祉施設設備基準等条例の制
定について

現在地
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関連情報

広島市児童福祉施設設備基準等条例 [PDFファイル／203KB]

 

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
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○広島市児童福祉施設設備基準等条例 

平成24年12月18日 

条例第58号 

改正 平成25年９月30日条例第35号 

平成26年10月１日条例第56号 

平成29年３月24日条例第16号 

平成30年３月29日条例第17号 

平成31年３月15日条例第11号 

令和元年12月17日条例第22号 

令和３年３月29日条例第18号 

令和３年６月29日条例第42号 

令和４年３月18日条例第24号 

令和５年３月16日条例第14号 

令和６年３月28日条例第15号 

令和６年３月28日条例第37号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第21条の

５の４第１項第２号、第21条の５の15第３項第１号（法第21条の５の16第４項において

準用する場合及びこれらの規定を法第21条の５の17第１項の規定により適用する場合を

含む。）、第21条の５の17第１項各号、第21条の５の19第１項及び第２項、第24条の９

第３項（法第24条の10第４項及び第24条の13第２項において準用する場合を含む。）、

第24条の12第１項及び第２項、第34条の８の２第１項、第34条の16第１項並びに第45条

第１項の規定に基づき、児童福祉施設の設備及び運営の基準等を定めるものとする。 

（平26条例56・平30条例17・平31条例11・一部改正） 

（基準該当通所支援事業の人員、設備及び運営の基準） 

第２条 法第21条の５の４第１項第２号の条例で定めるものは、次項から第９項までに規

定するもののほか、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成24年厚生労働省令第15号。以下「指定通所支援基準省令」という。）第

54条の６から第54条の12まで、第71条の３から第71条の６まで及び第83条に規定する基

準とする。 

２ 基準該当児童発達支援事業者及び基準該当放課後等デイサービス事業者（以下「基準該

資料集　 -17-



2/9 

当児童発達支援事業者等」という。）は、通所給付決定保護者及び障害児の意向、障害児

の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画を作成し、これに基づき障害児に対して

基準該当通所支援を提供するとともに、その効果について継続的な評価を実施することそ

の他の措置を講ずることにより障害児に対して適切かつ効果的に基準該当通所支援を提

供しなければならない。 

３ 基準該当児童発達支援事業者等は、当該基準該当児童発達支援事業者等を利用する障害

児の意思及び人格を尊重して、常に当該障害児の立場に立った基準該当通所支援の提供に

努めなければならない。 

４ 基準該当児童発達支援事業者等は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、

都道府県、市町村（特別区を含む。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成17年法律第123号）第５条第１項に規定する障害福祉サービスを行う

者、児童福祉施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に努

めなければならない。 

５ 基準該当児童発達支援事業者等は、当該基準該当児童発達支援事業者等を利用する障害

児の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者及

び管理者に対し研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

６ 基準該当児童発達支援事業者等は、その運営規程に障害児に対し緊急やむを得ない理由

で身体的拘束その他障害児の行動を制限する行為を行う場合の要件等に関する事項を定

めなければならない。 

７ 基準該当児童発達支援事業者等は、その管理者に対し、その資質の向上のための研修の

機会を確保しなければならない。 

８ 基準該当児童発達支援事業者等は、非常災害時に地域住民等との連携が円滑に行えるよ

う、日頃から地域住民等との連携に努めなければならない。 

９ 基準該当児童発達支援事業者等は、その提供した基準該当通所支援に関する障害児及び

通所給付決定保護者その他の当該障害児の家族からの苦情に対応するために、その従業者

及び管理者以外の者を関与させるよう努めなければならない。 

（平25条例35・平30条例17・平31条例11・令３条例18・令３条例42・令５条例14・

令６条例15・一部改正） 

（指定障害児通所支援事業者の指定に係る対象者） 

第３条 法第21条の５の15第３項第１号（法第21条の５の16第４項において準用する場合

及びこれらの規定を法第21条の５の17第１項の規定により適用する場合を含む。）の条
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例で定める者は、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）第18条の34第１項に

規定する者とする。 

（平30条例17・平31条例11・一部改正） 

（共生型障害児通所支援事業の人員、設備及び運営の基準） 

第４条 法第21条の５の17第１項各号に規定する条例で定める基準は、次項に規定するも

ののほか、指定通所支援基準省令第３条、第54条の２から第54条の５まで、第71条の２

及び第83条に規定する基準とする。 

２ 第２条第６項から第９項までの規定は、前項の条例で定める基準について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「基準該当児童発達支援事業者等」とあるのは「共生型

障害児通所支援事業者」と、同条第９項中「基準該当通所支援」とあるのは「共生型通所

支援」と読み替えるものとする。 

（平31条例11・追加、令３条例18・令３条例42・令５条例14・令６条例15・一部

改正） 

（指定通所支援事業の人員、設備及び運営の基準） 

第５条 法第21条の５の19第１項及び第２項に規定する条例で定める基準は、次項に規定

するもののほか、次に掲げる規定に規定する基準とする。 

(1) 指定通所支援基準省令第３条から第45条まで、第47条から第54条まで、第65条から

第71条まで、第71条の７から第75条まで及び第79条から第83条まで並びに附則第３条 

(2) 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の

一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第５号。以下「令和６年１月改正府令」と

いう。）附則第２条から第６条まで 

２ 第２条第６項から第９項までの規定は、前項の条例で定める基準について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「基準該当児童発達支援事業者等」とあるのは「指定障

害児通所支援事業者」と、同条第９項中「基準該当通所支援」とあるのは「指定通所支援」

と読み替えるものとする。 

（平30条例17・一部改正、平31条例11・旧第４条繰下・一部改正、令３条例18・

令３条例42・令５条例14・令６条例15・令６条例37・一部改正） 

（指定障害児入所施設の指定に係る対象者） 

第６条 法第24条の９第３項（法第24条の10第４項及び第24条の13第２項において準用す

る場合を含む。）において準用する法第21条の５の15第３項第１号の条例で定める者は、

児童福祉法施行規則第25条の21の２第１項に規定する者とする。 
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（平30条例17・一部改正、平31条例11・旧第５条繰下） 

（指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準） 

第７条 法第24条の12第１項及び第２項に規定する条例で定める基準は、次項から第４項

までに規定するもののほか、児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び

運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号）第３条から第42条まで及び第44条か

ら第58条まで並びに附則第２条及び第３条に規定する基準とする。 

２ 指定障害児入所施設は、非常災害に備えるための訓練を行うに当たっては、昼間を想定

した訓練に加え、夜間を想定した訓練を行うよう努めなければならない。 

３ 指定障害児入所施設は、非常災害時の水、食料等の不足に備え、障害児、従業者、管理

者等のための水、食料等を備蓄するよう努めなければならない。 

４ 第２条第６項から第９項までの規定は、第１項の条例で定める基準について準用する。

この場合において、これらの規定中「基準該当児童発達支援事業者等」とあるのは「指定

障害児入所施設」と、同条第９項中「基準該当通所支援」とあるのは「指定入所支援」と、

「通所給付決定保護者」とあるのは「入所給付決定保護者」と読み替えるものとする。 

（平30条例17・一部改正、平31条例11・旧第６条繰下・一部改正、令３条例18・

令３条例42・令４条例24・令５条例14・令６条例15・一部改正） 

（放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準） 

第８条 法第34条の８の２第１項に規定する条例で定める基準は、次項から第４項までに

規定するもののほか、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年

厚生労働省令第63号。以下「放課後児童健全育成事業基準省令」という。）第２条から

第21条まで（第10条第３項を除く。）に規定する基準とする。 

２ 放課後児童健全育成事業所には、利用者（放課後児童健全育成事業基準省令第１条第２

項に規定する利用者をいう。）の安全上及び衛生上支障がないと認められるときは、専用

区画（放課後児童健全育成事業基準省令第９条第１項に規定する専用区画をいう。）を設

けることに代えて、遊び及び生活の場としての機能を備えた区画（その面積が、児童１人

につきおおむね1.65平方メートル以上のものに限る。）と静養するための機能を備えた区

画とを分離して設けることができる。 

３ 放課後児童支援員は、放課後児童健全育成事業基準省令第10条第３項各号のいずれか

に該当する者であって同項の研修を修了したもの（放課後児童健全育成事業者に新たに採

用された者であって、その新たに採用された日から起算して１年を経過する日の属する年

度の末日までの間に当該研修を修了することが見込まれる者を含む。）でなければならな
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い。 

４ 第２条第５項の規定は、第１項の条例で定める基準について準用する。この場合におい

て、同条第５項中「基準該当児童発達支援事業者等は」とあるのは「放課後児童健全育成

事業者は」と、「当該基準該当児童発達支援事業者等を利用する障害児の人権の擁護、」

とあるのは「利用者（放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年

厚生労働省令第63号）第１条第２項に規定する利用者をいう。）の」と、「従業者及び

管理者」とあるのは「職員」と読み替えるものとする。 

（平26条例56・追加、平31条例11・旧第７条繰下・一部改正、令元条例22・令５

条例14・令６条例15・一部改正） 

（家庭的保育事業等の設備及び運営の基準） 

第９条 法第34条の16第１項に規定する条例で定める基準は、次項から第５項までに規定

するもののほか、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省

令第61号。以下「家庭的保育事業等基準省令」という。）第２条から第12条まで及び第

14条から第49条まで（第29条第２項、第31条第２項、第44条第２項及び第47条第２項に

ついては、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第18号。以下「令和６年

３月改正府令」という。）附則第２項に規定する場合にあっては、同項の規定によりなお

その効力を有するものとされる令和６年３月改正府令第２条の規定による改正前のこれ

らの規定）並びに附則第２条第２項及び第３条に規定する基準とする。 

２ 家庭的保育事業者等は、その職員、財産、収支及び利用乳幼児（家庭的保育事業等基準

省令第１条第２項に規定する利用乳幼児をいう。次項において同じ。）の処遇の状況を明

らかにする帳簿のうち、本市が支弁する法第51条第５号に規定する費用に係る帳簿及び

その根拠となる記録について、その費用を受領した日の属する年度の末日の翌日から５年

間、これを保存しなければならない。 

３ 第１項において引用する家庭的保育事業等基準省令第23条第３項、第31条第２項（保

育従事者の数のうちに保育士の数が占める割合に係る部分に限る。）、第34条第２項及

び第47条第２項（保育従事者の数のうちに保育士の数が占める割合に係る部分に限る。）

に規定する基準については、市長は、保育士の供給状況等に応じた適切な事業運営の確保

又は利用乳幼児の安全を確保するための体制の充実のため、規則で定めるところにより、

当該基準に従う範囲内で加重することができる。 

４ 保育所型事業所内保育事業所の乳児室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人に
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つき3.3平方メートル以上とする。 

５ 第２条第５項及び第８項の規定は、第１項の条例で定める基準について準用する。この

場合において、同条第５項中「基準該当児童発達支援事業者等は」とあるのは「家庭的保

育事業者等は」と、「当該基準該当児童発達支援事業者等を利用する障害児の人権の擁

護、」とあるのは「利用乳幼児（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成

26年厚生労働省令第61号）第１条第２項に規定する利用乳幼児をいう。）の」と、「従

業者及び管理者」とあるのは「職員」と、同条第８項中「基準該当児童発達支援事業者等」

とあるのは「家庭的保育事業者等」と読み替えるものとする。 

（平26条例56・追加、平31条例11・旧第８条繰下・一部改正、令３条例42・令５

条例14・令６条例15・令６条例37・一部改正） 

（児童福祉施設の設備及び運営の基準） 

第10条 法第45条第１項に規定する条例で定める基準は、次項から第６項までに規定する

もののほか、次に掲げる規定に規定する基準とする。 

(1) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第２条から

第36条の２まで（第33条第２項については、令和６年３月改正府令附則第２項に規定

する場合にあっては、同項の規定によりなおその効力を有するものとされる令和６年３

月改正府令第１条の規定による改正前の児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第

33条第２項）、第37条から第65条まで、第67条、第72条から第85条まで及び第87条か

ら第88条の11まで 

(2) 児童福祉施設最低基準等の一部を改正する省令（平成10年厚生省令第15号）附則第

２条 

(3) 児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令（平成10年厚生省令第51号）附則第２

項 

(4) 児童福祉施設最低基準等の一部を改正する省令（平成23年厚生労働省令第71号）附

則第２条、第３条及び第５条 

(5) 児童福祉施設最低基準及び児童福祉法施行規則の一部を改正する省令（平成23年厚

生労働省令第110号）附則第２条 

(6) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成24年厚生労

働省令第17号）附則第２条から第４条まで 

(7) 令和６年１月改正府令附則第７条から第10条まで 

２ 児童福祉施設（保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、障害児入所施設、児
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童発達支援センター及び児童家庭支援センターを除く。）は、入所している者が日常生活

を営むために必要な金銭の管理等を入所している者に代わって行う場合は、その管理等を

適切に行うために必要な事項に関する規程を定めなければならない。 

３ 児童福祉施設（幼保連携型認定こども園、児童厚生施設及び児童発達支援センターを除

く。）は、その職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状況を明らかにする帳簿の

うち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める費用に係る帳簿及びその根拠とな

る記録について、その費用を受領した日の属する年度の末日の翌日から５年間、これを保

存しなければならない。 

(1) 助産施設及び母子生活支援施設 本市が支弁する法第50条第６号の２に規定する費

用 

(2) 乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設 

本市が支弁する法第50条第７号に規定する費用 

(3) 保育所 本市が支弁する法第51条第５号に規定する費用 

(4) 児童家庭支援センター 本市が支弁する当該児童家庭支援センターの運営のための

費用 

４ 児童福祉施設（保育所、幼保連携型認定こども園及び児童厚生施設を除く。）は、その

行った援助に関する入所している者及びその保護者等からの苦情に対応するために、その

職員以外の者を関与させなければならない。 

５ 児童館等屋内の児童厚生施設には、静養することができる場所を設けなければならない。 

６ 第２条第５項及び第８項、第７条第２項及び第３項並びに前条第４項の規定は、第１項

の条例で定める基準について準用する。この場合において、第２条第５項中「基準該当児

童発達支援事業者等は」とあるのは「児童福祉施設（幼保連携型認定こども園を除く。）

は」と、「当該基準該当児童発達支援事業者等を利用する障害児の人権の擁護、」とある

のは「入所している者の」と、「従業者及び管理者」とあるのは「職員」と、同条第８項

中「基準該当児童発達支援事業者等」とあるのは「児童福祉施設（幼保連携型認定こども

園及び児童厚生施設を除く。）」と、第７条第２項及び第３項中「指定障害児入所施設」

とあるのは「児童福祉施設（保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童発達

支援センター及び児童家庭支援センターを除く。）」と、「障害児、従業者、管理者等」

とあるのは「入所している者、職員等」と、前条第４項中「保育所型事業所内保育事業所」

とあるのは「保育所」と読み替えるものとする。 

（平26条例56・旧第７条繰下・一部改正、平29条例16・一部改正、平31条例11・
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旧第９条繰下・一部改正、令３条例18・令３条例42・令５条例14・令６条例15・

令６条例37・一部改正） 

（委任規定） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（平26条例56・追加、平31条例11・旧第10条繰下） 

附 則 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 第４条第３項（第６条第４項において準用する場合を含む。）の規定は、平成26年４

月１日から適用する。 

３ この条例の施行の際現に存する保育所（この条例の施行の日以後に増築され、又は全面

的に改築されたものを除く。）については、第10条第６項において読み替えて準用する

第９条第４項中「3.3平方メートル」とあるのは、「1.65平方メートル」とする。 

（平26条例56・平31条例11・一部改正） 

附 則（平成25年９月30日条例第35号） 

この条例は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則（平成26年10月１日条例第56号） 

改正 平成31年３月15日条例第11号 

１ この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律（平成24年法律第67号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成27年４月１日） 

２ この条例の施行の際現に利用者（放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

（平成26年厚生労働省令第63号。以下「放課後児童健全育成事業基準省令」という。）

第１条第２項に規定する利用者をいう。）の支援を行う放課後児童健全育成事業について

のこの条例の施行の日から起算して５年を経過する日までの間における広島市児童福祉

施設設備基準等条例第８条第１項において引用する放課後児童健全育成事業基準省令第

９条第２項及び第10条第４項並びに同条例第８条第２項の規定の適用については、同条

第１項において引用する放課後児童健全育成事業基準省令第９条第２項及び同条例第８

条第２項の規定中「おおむね1.65平方メートル」とあるのは「1.00平方メートル」と、同

条第１項において引用する放課後児童健全育成事業基準省令第10条第４項中「おおむね

40人」とあるのは「60人」とする。 
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（平31条例11・一部改正） 

附 則（平成29年３月24日条例第16号） 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日条例第17号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月15日条例第11号） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 広島市児童福祉施設設備基準等条例の一部を改正する条例（平成26年広島市条例第56

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（令和元年12月17日条例第22号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日条例第18号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第７条第１項第２号の改正規定は、

公布の日から施行する。 

附 則（令和３年６月29日条例第42号） 

この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第１条の規定は公布の日から、第

３条の規定は令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月18日条例第24号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月16日条例第14号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、公布の日から施

行する。 

附 則（令和６年３月28日条例第15号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月28日条例第37号） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 広島市児童福祉施設設備基準等条例は、広島市児童福祉施設設備基準等条例の一部を改

正する条例（令和６年広島市条例第15号）によってまず改正され、次いでこの条例によ

って改正されるものとする。 
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業務管理体制の整備について

ページ番号︓0000018727 更新⽇︓2024年9⽉27⽇更新

 平成24年4⽉1⽇から、障害者(児)施設・事業者は、法令遵守の義務の履⾏を確保し、指定取消事案などの不正⾏為を未然に防⽌すると
ともに、利⽤者⼜は⼊所者の保護と障害福祉サービス等の事業運営の適正化を図るため、法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられ
ました。
 事業者が整備すべき業務管理体制は、指定を受けている事業所⼜は施設の数に応じて定められており、業務管理体制の整備に関する事項
を記載した届出書を関係⾏政機関に届け出ることとされています。
 詳細については、【６ 関係通知等】をご覧ください。

1 整備する業務管理体制の内容

事業所等の数(※1)
業務管理体制の整備の内容

法令遵守責任者(※2)の選任 法令遵守規程(※3)の整備 業務執⾏の状況の監査を定期的に実施

20未満 必要 ― ―

20以上100未満 必要 必要 ―

100以上 必要 必要 必要

(※1)
 事業所等の数は、指定を受けているサービス種別ごとに１事業所等とカウントします。このため、事業所番号が同⼀でも、サービス種別
が異なる場合は、異なる事業所としてカウントします。
 また、障害者の⽇常⽣活及び社会⽣活を総合的に⽀援するための法律（以下「障害者総合⽀援法」という。）及び児童福祉法の根拠条⽂
ごとに１事業所等とカウントします。
 なお、「障害者⽀援施設」が施設⼊所⽀援、⽣活介護、⾃⽴訓練のサービスを提供する場合は、指定件数が1件であるため、1事業所等
とカウントします。

例1)同⼀事業所で居宅介護、重度訪問介護の指定を受けている場合

障害者総合⽀援法第51条の2に基づく届出︓事業所数2

例2)多機能型事業所で⽣活介護と就労継続⽀援B型の指定を受けている場合

障害者総合⽀援法第51条の2に基づく届出︓事業所数2

例3)児童発達⽀援、放課後等デイサービス、障害児相談⽀援、特定相談⽀援の指定を受けている場合

児童福祉法第21条の5の26に基づく届出︓事業所数2(児童発達⽀援、放課後等デイサービス)
児童福祉法第24条の38に基づく届出︓事業所数1(障害児相談⽀援)
障害者総合⽀援法第51条の31に基づく届出︓事業所数1(特定相談⽀援)

※従たる事業所や出張所は、事業所数にカウントしません。
※地域⽣活⽀援事業（移動⽀援等）は、事業所数にカウントしません。

(※2)
 法令を遵守するための体制の確保にかかる責任者です。何らかの資格等を求めるものではありませんが、少なくとも障害者総合⽀援法や
児童福祉法及び法に基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することが想定されています。また、法務部⾨を設置していない

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 運営上必要な届出・報告等 > 業務管理体制の整備に
ついて

現在地
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事業者等の場合には、事業者等内部の法令遵守を確保することができる者を選任してください。なお、代表者⾃⾝が法令遵守責任者となる
こともできます。

(※3)
 業務が法令に適合することを確保するための規程です。

2 業務管理体制の整備に関する届出書に記載すべき事項

届出事項 対象となる事業者

⑴事業者の名称⼜は⽒名

 主たる事務所の所在地

 代表者の⽒名、⽣年⽉⽇、住所、職名
全ての事業者

⑵「法令遵守責任者」の⽒名、⽣年⽉⽇

⑶上記に加え、「法令遵守規程」の概要(※1) 事業所等の数が20以上の事業者

⑷上記に加え、「業務執⾏の状況の監査の⽅法」の概要(※2) 事業所等の数が100以上の事業者

(※1)
 法令遵守規程には、法及び法に基づく命令の遵守を確保するための内容を盛り込む必要がありますが、必ずしもチェックリストに類する
ものを作成する必要はなく、例えば、⽇常の業務運営に当たり、法及び法に基づく命令の遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プ
ロセス等を記載したものなど、事業者の実態に即したもので差し⽀えありません。

(※2)
 事業者が医療法⼈、社会福祉法⼈、特定⾮営利法⼈、株式会社等であって、既に各法の規定に基づき、その監事⼜は監査役(委員会設置
会社にあっては監査委員会)が法及び法に基づく命令の遵守の状況を確保する内容を盛り込んでいる監査を⾏っている場合には、その監査
をもって障害者総合⽀援法及び児童福祉法に基づく「業務執⾏の状況の監査」とすることができます。なお、この監査は、事業者の監査部
⾨等による内部監査⼜は監査法⼈等による外部監査のどちらの⽅法でも構いません。また、定期的な監査とは、必ずしも全ての事業所に対
して、年1回⾏わなければならないものではありませんが、例えば事業所ごとの⾃⼰点検等と定期的な監査とを組み合わせるなど、効率的
かつ効果的に⾏うことが望まれます。

3 業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書の届出先

 届出先は、事業所等の所在地によって決まるものであり、主たる事務所の所在地ではないのでご注意ください。
 なお、届出は、障害者総合⽀援法及び児童福祉法の根拠条⽂ごとに⾏う必要があります。
 詳細は、以下の1及び2をご覧ください。

1. 障害者総合⽀援法
ア 障害者総合⽀援法に基づく指定障害福祉サービス事業者及び障害者⽀援施設
イ 障害者総合⽀援法に基づく指定⼀般相談⽀援事業者及び指定特定相談⽀援事業者

届出先(340KB)(PDF⽂書)
届出先確認フローチャート(91KB)(PDF⽂書)

2. 児童福祉法
ア 児童福祉法に基づく指定障害児通所⽀援事業者
イ 児童福祉法に基づく指定障害児⼊所施設
ウ 児童福祉法に基づく指定障害児相談⽀援事業者

届出先(344KB)(PDF⽂書)
届出先確認フローチャート(82KB)(PDF⽂書)

広島市の提出先
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 届出先が広島市となる場合は、郵送⼜はＥメールによりご提出ください。 

【提出先】
〒730-8586
広島県広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市健康福祉局障害⾃⽴⽀援課
jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

広島県の提出先

 届出先が広島県となる場合は、広島県ホームページから提出⽅法をご確認ください。

業務管理体制の整備 ＜外部リンク＞

厚⽣労働省の提出先

 届出先が厚⽣労働省となる場合は、厚⽣労働省ホームページから提出⽅法をご確認ください。

障害福祉サービス事業者等の業務管理体制の整備に関する届出 ｜厚⽣労働省 (mhlw.go.jp)＜外部リンク＞

4 届出様式

障害者総合⽀援法

届出が必要となる事由 根拠条⽂ 様式

(1)業務管理体制の整備に関して届け出る場合

※全ての事業者は、平成24年4⽉1⽇以降、届け出る必要があ
ります。

第51条の2第2項
第51条の31第2項

様式第１号 [Wordファイル
／28KB]

(2)事業所等の指定等により事業展開地域が変更され届出先区分
の変更が⽣じた場合

※この区分の変更に関する届出は、変更前の⾏政機関及び変
更後の⾏政機関の双⽅に届け出る必要があります。
例︓広島市のみで事業展開していた事業者が、新たにB市に
おいても事業を開始した場合
届出先 広島市⻑ → 広島県知事に変更

第51条の2第4項
第51条の31第4項

(3)届出事項に変更があった場合

※ 以下の場合は変更の届出の必要はありません。

事業所等の数に変更が⽣じても、整備する業務管理体制が
変更されない場合
法令遵守規程の字句の修正など業務管理体制に影響を及ぼ
さない軽微な変更の場合

第51条の2第3項
第51条の31第3項

様式第２号 [Wordファイル
／20KB]
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児童福祉法

届出が必要となる事由 根拠条⽂ 様式

(1)業務管理体制の整備に関して届け出る場合

※全ての事業者は、平成24年4⽉1⽇以降、届け出る必要があ
ります。

第21条の5の26第2項
第24条の19の2
第24条の38第2項

様式第３号 [Wordファイ
ル／18KB]

(2)事業所等の指定等により事業展開地域が変更され届出先区分
の変更が⽣じた場合

※この区分の変更に関する届出は、変更前の⾏政機関及び変更
後の⾏政機関の双⽅に届け出る必要があります。
例︓広島市のみで事業展開していた事業者が、新たにB市にお
いても事業を開始した場合
届出先 広島市⻑ → 広島県知事に変更

第21条の5の26第4項
第24条の19の2
第24条の38第4項

(3)届出事項に変更があった場合

※ 以下の場合は変更の届出の必要はありません。

事業所等の数に変更が⽣じても、整備する業務管理体制が
変更されない場合
法令遵守規程の字句の修正など業務管理体制に影響を及ぼ
さない軽微な変更の場合

第21条の5の26第4項
第24条の19の2
第24条の38第3項

様式第４号 [Wordファイ
ル／17KB]

5 業務管理体制確認検査

 障害者総合⽀援法及び児童福祉法の規定に基づき、業務管理体制の整備状況等について確認検査を実施します。

⼀般検査

業務管理体制の届出内容を確認するため、概ね6年に1回実施します。
検査対象の事業者には通知をお送りしますので、指定された期⽇までに検査調書を郵送⼜はＥメールにより障害⾃⽴⽀援課へご提出
ください。
原則、書⾯検査により実施しますが、不備⼜は不明瞭な点があると認められる場合は、別途業務管理体制の運⽤状況の聴取等を⾏う
ことがあります。

検査調書

業務管理体制検査調書 [Excelファイル／84KB]

6 関係通知等

整備関係

業務管理体制の整備等の施⾏について(平成24年3⽉30⽇厚⽣労働省通知)(147KB)(PDF⽂書)
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障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に係るＱ＆Ａについて（平成24年8⽉8⽇厚⽣労働省事務連絡） [PDFフ
ァイル／176KB] 

障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に係るＱ＆Ａ（その２）について（平成24年9⽉21⽇厚⽣労働省事務連
絡） [PDFファイル／146KB]

検査関係

障害福祉サービス事業者に係る業務管理体制の監督について（平成24年3⽉30⽇厚⽣労働省通知）【検査指針】 [PDFファイル
／895KB]

障害福祉サービス事業者に係る業務管理体制の監督について（平成27年3⽉13⽇厚⽣労働省通知）【検査⽅針】 [PDFファイル
／119KB]

広島市障害福祉サービス事業者等業務管理体制確認検査実施要領 [PDFファイル／254KB]

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

資料集　 -30-

https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/248799.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/248800.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/248802.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/248805.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/249747.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/soshiki/62/
mailto:jiritsu@city.hiroshima.lg.jp


1 
 

障 企 発 0330第 ５ 号 

障 障 発 0330第 12号 

平成２４年３月３０日 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局）長 殿  

中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 企 画 課 長 

 

 

障害福祉課長 

 

 

業務管理体制の整備等の施行について  

 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直す

までの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法

律（平成22年法律第71号。以下「平成22年改正法」という。）が平成22年12月10日に

公布され、一部を除き、本年４月１日に施行することとされており、その施行に伴

い、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直

すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する

法律の施行に伴う関係省令の整備等及び経過措置に関する省令（平成24年厚生労働

省令第40号。以下「平成24年改正省令」という。）が制定され、同日に施行すること

とされたところである。  

このうち業務管理体制の整備等の内容は下記のとおりであるので、管下市区町村

を始め関係者、関係団体、関係機関等に対し、その周知徹底を図るとともに、その

運用に遺漏のないようにされたい。  

 

記  

 

第１ 改正の趣旨  

指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等の設置者、指定相談支援

事業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設等の設置者及び指定障

害児相談支援事業者（以下「事業者等」という。）の不正事案の再発を防止し、

障害福祉サービス等の事業運営の適正化を図るため、法令遵守等に係る業務管理

体制の整備の義務付け、事業者等の本部等に対する立入検査権の創設、不正事業
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者等による処分逃れ対策など、所要の改正を行うものであること。  

 

第２ 改正の内容  

１ 業務管理体制の整備 

(1)  趣旨  

事業者等による法令遵守の義務の履行を確保し、指定取消事案などの不正行

為を未然に防止するとともに、利用者又は入所者（以下「利用者等」という。）

の保護と障害福祉サービス等の事業運営の適正化を図るため、事業者等に対し、

業務管理体制の整備を義務付けるものであること。  

(2)  業務管理体制の内容  

ア 事業者等が整備すべき業務管理体制の内容は、指定を受けている事業所又

は施設（以下「指定を受けている事業所等」という。）の数等に応じて、そ

れぞれ以下のとおりであること。なお、例えば、同一の事業所が居宅介護事

業所と重度訪問介護事業所としての指定を受けている場合には、指定を受け

ている事業所の数は２として数えること。  

① 指定を受けている事業所等の数が20未満の事業者等（のぞみの園及び    

指定医療機関の設置者を除く。以下このアにおいて同じ。） 法令遵守責 

任者の選任をすること。  

② 指定を受けている事業所等の数が20以上100未満の事業者等 法令遵守

責任者の選任をすること及び業務が法令に適合することを確保するための

規程（以下「法令遵守規程」という。）を整備すること。  

③ 指定を受けている事業所等の数が100以上の事業者等並びにのぞみの園

及び指定医療機関の設置者 法令遵守責任者の選任をすること、法令遵守

規程を整備すること及び業務執行の状況の監査を定期的に行うこと。  

イ 法令遵守責任者については、何らかの資格等を求めるものではないが、少

なくとも障害者自立支援法（平成17年法律第123号。以下「法」という。）

及び法に基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することを

想定していること。また、法務部門を設置していない事業者等の場合には、

事業者等内部の法令遵守を確保することができる者を選任すること。なお、

代表者自身が法令遵守責任者となることを妨げるものではないこと。  

ウ 法令遵守規程については、事業者等の従業員に少なくとも法及び法に基づ

く命令の遵守を確保するための内容を盛り込む必要があるが、必ずしもチェ

ックリストに類するものを作成する必要はなく、例えば、日常の業務運営に

当たり、法及び法に基づく命令の遵守を確保するための注意事項や標準的な

業務プロセス等を記載したものなど事業者等の実態に即したものでもよい

こと。  

エ 業務執行の状況の監査については、事業者等が医療法人、社会福祉法人、
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特定非営利活動法人、株式会社等であって、既に、医療法（昭和23年法律第

205号）、社会福祉法（昭和26年法律第45号）、特定非営利活動促進法（平

成10年法律第７号）、会社法（平成17年法律第86号）等の規定に基づき、そ

の監事又は監査役（委員会設置会社にあっては、監査委員会）が法及び法に

基づく命令の遵守の状況を確保する内容を盛り込んでいる監査を行ってい

る場合には、その監査をもって法に基づく業務執行の状況の監査とすること

ができること。また、当該監査は、事業者等の監査部門等による内部監査又

は監査法人等による外部監査のどちらの方法によることもできること。また、

定期的な監査とは、必ずしもすべての事業所等に対して、年に１回行わなけ

ればならないものではないが、例えば事業所等ごとの自己点検等と定期的な

監査とを組み合わせることにより、効率的かつ効果的に行うこと。  

(3)  業務管理体制の整備に係る届出  

ア 事業者等は、業務管理体制を整備し、遅滞なく、平成24年改正省令による

改正後の障害者自立支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号。以下「新

障害者自立支援法施行規則」という。）第34条の28第１項若しくは第34条の

62第１項又は平成24年改正省令による改正後の児童福祉法施行規則（昭和23

年厚生省令第11号。以下「新児童福祉法施行規則」という。）第18条の38第

１項、第25条の23の２第１項若しくは第25条の26の９第１項に定める事項を

記載した届出書を、指定を受けている事業所等の所在地に応じて、それぞれ

以下のとおり届け出ること。また、すでに届け出た事項に変更があった場合

又は事業所等の新規指定・廃止等により届け出るべき事項に変更があった場

合についても、同様とすること。  

① 当該指定に係る事業所若しくは施設が二以上の都道府県の区域に所在す

る指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者（のぞ

みの園の設置者を除く。）又はのぞみの園の設置者 厚生労働大臣 

② 特定相談支援事業のみを行う指定特定相談支援事業者又は指定障害児相

談支援事業者であって、当該指定に係る特定相談支援事業所又は障害児相

談支援事業所が一の市町村の区域に所在するもの 市町村長 

③ ①及び②のいずれにも該当しない事業者等 都道府県知事  

イ 事業者等は、事業所等の新規指定・廃止等により、指定を受けている事業

所等の所在地の区分に変更があった場合には、変更後の届出書を、変更前の

届出先及び変更後の届出先の双方に届け出ること。  

ウ 新障害者自立支援法施行規則第34条の28第１項第３号若しくは第34条の

62第１項第３号又は新児童福祉法施行規則第18条の38第１項第３号、第25条

の23の２第１項第３号若しくは第25条の26の９第１項第３号に掲げる「法令

遵守規程の概要」とは、当該規程の全体像が分かるものであればよいが、必

ずしも改めて概要を作成する必要はなく、法令遵守規程の全文を届け出るこ
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ととしても差し支えないこと。また、新障害者自立支援法施行規則第34条の

28第１項第４号若しくは第34条の62第１項第４号又は新児童福祉法施行規

則第18条の38第１項第４号、第25条の23の２第１項第４号若しくは第25条の

26の９第１項第４号に掲げる「業務執行の状況の監査の方法の概要」とは、

事業者等が当該監査に係る規程を作成している場合には、当該規程の全体像

が分かるもの又は当該規程の全文、事業者等が当該監査に係る規程を作成し

ていない場合には、監査担当者又は担当部署による監査の実施方法が分かる

ものを届け出ること。  

２ 事業者等の本部等に対する立入検査権等の創設  

(1) 趣旨  

業務管理体制の整備状況、事業者等の不正行為への組織的関与の有無等を確

認するため、厚生労働大臣、都道府県知事又は市町村長に対して、事業者等に

対する報告の徴収、事業者等の本部、関係事業所等への立入検査権を創設する

ものであること。  

(2) 事業者等の本部等に対する立入検査等  

業務管理体制の整備に係る届出を受けた厚生労働大臣、都道府県知事又は市

町村長（以下「業務管理体制の監督権者」という。）は、業務管理体制の整備

状況、事業者等の不正行為への組織的関与の有無等を確認する必要があると認

めるときは、事業者等に対する報告の徴収、事業者等の本部、関係事業所等へ

の立入検査等を行うことができるものとすること。  

(3) 業務管理体制の整備に関する勧告、命令等  

ア 業務管理体制の監督権者は、事業者等が適正な業務管理体制を整備してい

ないと認めるときは、適正な業務管理体制を整備すべきことを勧告し、その

旨を公表することができるとともに、正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合には、その措置をとるよう命令することができるもの

とすること。なお、その命令を行った場合には、その旨を公示しなければな

らないこと。  

イ 業務管理体制の監督権者は、事業者等がアの命令に違反したときは、その

旨を関係する事業所等の指定を行う都道府県知事又は市町村長（以下「指定

権者」という。）に通知するとともに、業務管理体制の監督権者が都道府県

知事又は市町村長である場合にあっては、事業者等がアの命令に違反した旨

を厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導室まで情報提供さ

れたいこと。  

３ 不正事業者等による処分逃れ防止のための対策  

(1) 趣旨  

事業者等による指定取消処分等の処分逃れを防止するため、これまで原則と

して事後届出制であったサービスに係る事業の休廃止届について、事前届出制
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とするとともに、指定権者による立入検査中の廃止届の提出の制限、指定取消

処分を受けた事業者等から当該者と密接な関係にある者への事業移行の制限等

を行うものであること。  

(2) 事業の休廃止届の事前届出制への移行  

事業者等（指定障害者支援施設等及び指定障害児入所施設等の設置者を除

く。）は、指定に係る事業を休廃止しようとするときは、その１月前までに、

指定権者に届け出なければならないものとすること。なお、指定障害者支援施

設及び指定知的障害児施設等（平成22年改正法による改正後は指定障害児入所

施設）については、現行でも指定を辞退するために３月以上の予告期間が必要

であり、平成24年４月１日以後も、引き続き同じ取扱いとする。 

(3) 立入検査中の廃止届の提出の制限  

ア 指定時又は更新時の欠格事由として、新たに、申請者が、指定権者が立入

検査を行った日から聴聞決定予定日（当該指定権者が立入検査が行われた日

から10日以内に、立入検査の結果に基づき指定取消処分に係る聴聞を行うか

否かを決定することが見込まれる日として、当該申請者に通知した場合にお

ける特定の日）までの間に、相当の理由がなく廃止届を提出した者であって、

その届出の日から５年を経過しないものであるときを追加すること。  

イ 聴聞決定予定日の通知をするかどうかは、指定権者の判断により決定され

るものであり、仮に、処分逃れを目的とした廃止届の提出の見込みが薄く、

聴聞決定予定日に係る通知をしなかった場合であっても、その後の検査等に

より、指定の取消しの処分に係る聴聞を行う必要があると認められる場合に

は、聴聞を行うことは可能であること。  

ウ 聴聞決定予定日は、新障害者自立支援法施行規則第34条の20の４又は新児

童福祉法施行規則第18条の33により、立入検査を行った日から60日以内の特

定の日とすることとされているが、必ずしも聴聞決定予定日と実際の聴聞の

日が一致する必要はなく、あくまでも、立入検査を行った時点で、聴聞の要

否が決定すると見込まれる日を聴聞決定予定日とすればよいこと。また、立

入検査を複数回行う場合については、必ずしも初回の立入検査日を起算日と

する必要はなく、立入検査の状況等を勘案して、起算日となる立入検査日を

決定すること。  

エ なお、すでに通知した聴聞決定予定日までの間に聴聞の要否を決定するこ

とができないと見込まれる場合には、指定権者は再度立入検査を行い、聴聞

決定予定日の通知をすることも可能であるが、その際には、事業者等の事業

廃止に関する権利を不当に阻害することがないよう、十分留意する必要があ

ること。  

(4) 申請者と密接な関係を有する者に係る欠格事由の追加  

ア 指定時又は更新時の欠格事由として、新たに、申請者と密接な関係を有す
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る者（以下「密接関係者」という。）が指定取消処分を受け、その取消しの

日から起算して５年を経過していないときを追加すること。ただし、密接関

係者が、新障害者自立支援法施行規則第34条の20の２又は新児童福祉法施行

規則第18条の31に規定する、当該取消しの理由となった事実について組織的

に関与していると認められない場合を除くこと。  

イ 密接関係者とは、申請者の親会社等（申請者の直接の親会社のみならず、

その親会社の親会社等も含む。）、申請者の親会社等の子会社等（申請者の

親会社等の直接の子会社のみならず、その子会社の子会社等も含む。）、申

請者の子会社等（申請者の直接の子会社のみならず、その子会社の子会社等

も含む。）の関係にある者をいうこと。  

ウ 密接関係者に該当する法人は、申請者が株式会社である場合には、その議

決権の過半数について、申請者が持分会社（会社法第575条第１項に規定す

る持分会社をいう。）である場合には、その資本金の過半数について、保有・

被保有の関係があり、支配・被支配関係が成立する株式会社又は持分会社で

あること。また、これらの者と同等以上の支配力を有すると認められる株式

会社又は持分会社であること。 

エ 密接関係者に該当する「重要な事項に係る意思決定に関与」とは、例えば、

取締役会に出席し、賛否を表明している場合等が考えられること。 

４ 指定又は更新の欠格事由の見直し  

(1) 趣旨  

一事業所等の指定取消処分が、その事業者等の同一サービス等類型（障害

福祉サービス（療養介護を除く。）、障害者支援施設、地域相談支援、計画

相談支援、障害児通所支援及び障害児相談支援をいう。以下同じ。）内の他

事業所等の指定又は更新の拒否につながる仕組み（以下「連座制」という。）

について、一律・機械的に適用するのではなく、事業者の不正行為に対する

組織的関与の有無に応じたきめ細かい対応が可能な仕組みに改めるもので

あること（平成24年３月30日付け社援発0330第41号厚生労働省社会・援護局

長通知「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉

施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係

法律の整備に関する法律等の施行について（通知）」第三の第１の(2)のウ、

同(4)のイ、第三の第２の(3)及び同(5)のイ参照）。  

(2) 不正行為に対する組織的関与の有無に応じた連座制の適用  

ア 連座制の適用について、一事業所等の指定取消処分の理由となった不正行

為に対する事業者等の組織的関与が認められない場合には、指定又は更新の

欠格事由には該当しないものとすること。  

イ 指定を受けている事業所等が不正行為を行い、指定取消処分を行うに当た

っては、指定権者と業務管理体制の監督権者が同一のときは、都道府県知事
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又は市町村長は、事業者に対する報告の徴収等を通じて、その不正行為に対

する事業者等の組織的関与の有無を確認する必要があること。また、指定権

者と業務管理体制の監督権者とが異なる場合には、指定権者は、業務管理体

制の監督権者に対して、不正行為に対する組織的関与の有無の確認をするよ

う求めること。  

ウ イにより組織的関与の有無の確認を求められた業務管理体制の監督権者

が確認を終えた場合には、その結果を当該事業所等の指定権者に通知すると

ともに、併せて厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導室に

も情報提供されたいこと。また、確認の結果、組織的関与が認められた場合

には、その旨を当該事業所等の指定権者に加え、同一の事業者等の他の事業

所等の指定権者にも通知すること。また、業務管理体制の監督権者から、指

定取消処分の理由となった不正行為について組織的関与があった旨の通知

を受けた当該事業所等の指定権者は、連座制が適用されることにより、当該

事業者の役員等（平成22年改正法による改正後の法第36条第３項第６号に規

定する「役員等」をいう。以下同じ。）については、指定・更新の欠格事由

に該当することから、（指定権者が市区町村長の場合は、都道府県を通じて）

各都道府県知事に当該役員等の氏名等を通知し、通知を受けた都道府県知事

は市町村長に通知すること。なお、当該役員等の氏名等の個人情報の国及び

他の地方公共団体への提供については、当該個人情報の提供を受ける者は、

法及び同法に基づく命令に定める事務又は業務の遂行に必要な限度で当該

個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて、相当な理

由があると認められること。  

エ なお、ここでいう組織的関与とは、事業者の役員等からのメール、電話等

による指示などに基づくものであること。  

オ 連座制は、原則として、同一サービス等類型内で適用されるものであるが、

障害者支援施設については、現に入居している方がいるなど、その性質が居

宅介護等の訪問系サービスとは異なることから、施設障害福祉サービスにつ

いて指定取消処分が行われた場合であっても、障害者支援施設については、

連座制は適用されないものであること。反対に、障害者支援施設について指

定取消処分が行われた場合であっても、施設障害福祉サービスについては、

連座制は適用されないものであること（平成24年３月30日付け社援発0330

第41号厚生労働省社会・援護局長通知「障がい者制度改革推進本部等におけ

る検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の

地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律等の施行について

（通知）」第三の第１の(2)のウ参照）。 

５ 利用者等に対する継続的なサービスの確保  

(1) 趣旨  
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事業の休廃止時における利用者等に対する継続的なサービスの確保を図る

ため、事業を休廃止しようとする事業者等に対し、利用者等の継続的なサービ

ス確保のための便宜提供を義務付けるものであること。  

(2) 利用者等に対する便宜提供  

ア 事業者等は、事業を休廃止しようとするときは、その１月前までに、指定

権者に休廃止届を提出するとともに、その届出前１月間の間にサービスを利

用していた利用者等であって、引き続きサービスの利用を希望するものに対

し、必要なサービスが継続的に提供されるよう、指定特定相談支援事業者等

と連携して、利用者等に対する近隣の事業者等の紹介、他事業者等への斡旋

等の措置を講じる必要があること。  

イ 利用者等に対する継続的なサービスの確保に係る義務は、一義的には事業

を休廃止しようとする事業者等にあるが、指定権者は、必要があると認める

場合には、事業者等に対して助言その他の援助を行うことができること。ま

た、複数の市町村又は都道府県で事業を行う事業者等が事業を同時に休廃止

した場合などにおいて、広域的な見地からの調整が必要な場合には、都道府

県知事又は厚生労働大臣は助言その他の援助を行うことができること。  

ウ 事業を休廃止しようとする事業者等が、利用者等に対する継続的なサービ

スの確保に係る義務を履行していない場合には、指定権者は、期限を定めて

適正に義務を履行するよう勧告を行うことができ、勧告を受けた事業者等が

期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができること。

また、勧告を受けた事業者等が正当な理由なく勧告に係る措置を講じない場

合は、期限を定めて、勧告に係る措置を講じるよう命令することができるこ

と。なお、指定権者は、事業者等に対し命令をした場合にはその旨を公示し

なければならないこと。  

エ アからウまでの取扱いについては、指定障害者支援施設及び指定障害児入

所施設の指定の辞退の場合についても同様とする。  

６ 指定時等の公示事項  

指定権者は、事業所等の指定をしたときは、事業者等の名称又は氏名、事業  

所等の名称及び所在地、指定の年月日、サービスの種類等を公示しなければな 

らないこと。  
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事 務 連 絡 

平成２４年８月８日 

 

都道府県 障害保健福祉主管課 担当者 様 

 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 

障害保健福祉部企画課監査指導室 

 

 

障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に係る 

Ｑ＆Ａについて 

 

 

 障害保健福祉行政の推進については、平素よりご尽力賜り厚くお礼申し上げます。 

 障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に関するＱ＆Ａを送付

いたしますので、各自治体におかれましては、ご了知の上、管内市（区）町村及び

障害者（児）施設・事業者等への周知方よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先窓口】 

厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部 

  企画課監査指導室 村山 

  TEL.03-5253-1111（内線：3067） 
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障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に係るＱ＆Ａ 

（平成２４年８月８日） 

 

問１ 障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備の届出につい

て、複数の根拠条文に該当する事業者（法人）は、条文ごとに届出をする

必要があるのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問２ 児童福祉法による入所施設、通所支援、相談支援を行う法人は、それぞ

れに（３通）届出が必要となるのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問３ 設置及び運営ともに地方公共団体である施設も業務管理体制の整備及

び届出の対象となるのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問４ 届出先は該当条文ごとでみるのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問５ 市立の特定相談支援事業所は市長宛に届け出ることでよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問６ 指定障害福祉サービス事業者としてＡ県の指定を受けている法人Ｘが、

相談支援事業ではＢ市の特定相談支援事業の指定しか受けていない（一般相

談支援の指定は有していない）場合には、業務管理体制の整備の届出は、障

害者自立支援法第51条の2の届出（障害福祉サービス）はＡ県あてに、同法

第51条の31の届出（相談支援）はＢ市あてに、それぞれ届出を行うと解して

よろしいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 
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問６ 法人Ｙが、平成24年3月までにＡ県の相談支援事業者の指定を受け、平

成24年4月からＢ市の特定相談支援事業者の指定を受けた場合には、Ａ県で

指定一般相談支援事業者のみなし指定を受けているため、「Ｂ市の指定特定

相談支援事業者かつＡ県の指定一般相談支援事業者」として、障害者自立支

援法第51条の31の業務管理体制の届出は、Ａ県あてに「特定相談支援＋一般

相談支援」の内容の届出を行うと解してよろしいか。 

（答） 

○ Ｂ市がＡ県内にある場合は、お見込みのとおり。Ｂ市がＡ県外にある場合

は、国が届出先となる。 

 

問７ 障害者自立支援法の特定相談を１市町村内でやっており、かつ児童福祉

法の施設を県内数カ所でやっている事業者の届出について、特定相談は市町

村へ、施設は都道府県へそれぞれ提出することでよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問８ 事業所数のカウントは、法人全体ではなく根拠条文ごとに該当する事業

所数をカウントすることでよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問９ 生活介護と就労移行支援を行う１つの指定多機能型事業所の場合、業務

管理体制の整備の届出事項の基準となる事業所の数は２つとして数えると

解してよろしいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問 10 「障害者支援施設」が施設入所支援、生活介護、自立訓練のサービス

を提供する場合、指定件数は１件なので事業所数は１カ所でよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

問 11 一体型共同生活介護の事業所数のカウントはどのように行うのか。 

（答） 

○ グループホームとケアホームの事業所それぞれ（指定を受けている２事業

所）でカウントいただきたい。 
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問 12 事業所数を数えるにあたって、基準該当事業所もカウントに含めるの

か。 

（答） 

○ 基準該当事業所は、事業所数に含めない。 

 

問 13 事業所の「出張所」が県外に所在する場合、届出先は国（厚生労働省）

になるのか。 

（答） 

○ 出張所が１つの事業所として特に指定されていない場合、「事業所等」と

して数えないので、上記の場合、届出先は自治体になる。 

 

問 14 法令遵守責任者は、それぞれの届出ごとに異なる者を選任してよいの

か。 

（答） 

○ それぞれの届出ごとに異なる者を選任していただいて問題ありません。 

  なお、同一人物を選任する場合でも、根拠条文ごとに届出書ご提出いただ

く必要がある。 

 

問 15 事業者（法人）番号の付番については該当条文ごとに行うのか。また、

「届出管理表」も該当条文ごとに入力するのか。 

（答） 

○ いずれも該当条文ごとに対応いただきたい。 
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事 務 連 絡 

平成２４年９月２１日 

 

都道府県 障害保健福祉主管課 担当者 様 

 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 

障害保健福祉部企画課監査指導室 

 

 

障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に係る 

Ｑ＆Ａ（その２）について 

 

 

 障害保健福祉行政の推進については、平素よりご尽力賜り厚くお礼申し上げます。 

 障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に関するＱ＆Ａ（その２）

を送付いたしますのでご了知の上、よろしくお取り計らい願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先窓口】 

厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部 

  企画課監査指導室 村山 

  TEL.03-5253-1111（内線：3067） 
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障害福祉サービス事業者等における業務管理体制の整備に係るＱ＆Ａ 

（平成２４年９月２１日） 

 

問１ 一般相談支援事業所にかかる事業所数の数え方如何。 

（答） 

○ 指定を受けている地域相談支援の種類を数えていただきたい。 

   ※例えば、地域移行支援、地域定着支援のいずれの指定も受けている場

合は２事業所。なお、当該取扱は、みなし指定されている一般相談支

援事業所についても同様である。 

 

問２ 届出管理表の「サービス種類」欄について、「指定障害者支援施設」の

サービス種類コード等はどのように入力すればよいか。 

（答） 

○ 「指定障害者支援施設」にかかる届出管理表（「サービス種類」欄）への

入力に際しては、「コード」欄に「32」を入力の上、「名称」欄に「障害者支

援施設」と入力いただきたい。 

  ※平成24年 3月 29日付け「障害福祉サービス事業所等における業務管理

体制の整備について」（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課監

査指導室事務連絡）においては、サービス種類コード「32」を「施設入

所支援」としてお示ししていたが、当該サービス単独での指定はないこ

とから、このコードを「障害者支援施設」のコードとして使用するもの

である。 
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広島市障害福祉サービス事業者等業務管理体制確認検査実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５１条の３、第５１条の４、第５１条の３２及び

第５１条の３３の規定並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の２７、第２１

条の５の２８、第２４条の１９の２において準用する第２１条の５の２７及び第２１条の５の２８、

第２４条の３９及び第２４条の４０の規定に基づき、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援

施設等の設置者及び指定相談支援事業者並びに指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設等の

設置者及び指定障害児相談支援事業者（以下「障害福祉サービス事業者等」という。）に対して行う業

務管理体制の整備に関する検査について基本的事項等を定めることにより、その的確かつ効果的な検

査の実施及び均一な検査水準の確保を図ることを目的とする。 

 

（検査体制） 

第２条 検査は、健康福祉局障害福祉部障害自立支援課の職員（以下「職員」という。）が実施する。 

２ 第５条に定める立入検査を実施する場合は、原則として職員２名以上をもって実施する。 

 

（検査の種別） 

第３条 検査の種別は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 一般検査 

業務管理体制の届出内容を確認するため、すべての障害福祉サービス事業者等を対象に、実施す

るものとする。 

 ⑵ 特別検査 

   指定を受けている事業所又は施設（以下「指定事業所等」という。）の指定取消処分相当事案が発

生した場合に、当該障害福祉サービス事業者等に対し実施するものとする。 

 

（検査対象の選定） 

第４条 一般検査は、障害福祉サービス事業者等を対象に概ね６年に１回実施することとし、毎年度実

施計画を策定するものとする。 

２ 特別検査は、指定事業所等の指定取消処分相当事案が発覚した場合、当該障害福祉サービス事業者

等を検査対象とする。 

 

（検査の実施方法等） 

第５条 検査の実施方法等は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 実施通知 

  ア 一般検査（書面検査）の実施に当たっては、様式第１号により検査対象となる障害福祉サービ

ス事業者等へ通知するものとする。 

  イ 一般検査（立入検査）及び特別検査の実施に当たっては、様式第２号により検査対象となる障

害福祉サービス事業者等へ通知するものとする。 

    ただし、実効性のある実態把握の観点から、必要と認める場合には、この限りではない（この

場合、立入時に速やかに告知するものとする。）。 

 ⑵ 一般検査の実施 

  ア 原則として書面検査により実施することとし、業務管理体制の整備・運用状況を確認するため、

法令遵守責任者の役割及びその業務内容、業務が法令に適合することを確保するための規程の内

容及び業務執行の状況の監査（法令遵守に係る監査）実施状況とその内容について、報告等を求

めるものとする。 
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  イ アの報告等に不備又は不明瞭な点があると認められる場合は、障害福祉サービス事業者等の従

業者に出頭を求め、業務管理体制の運用状況を聴取の上、改善を求めるものとする。 

  ウ イにおいて改善が見込まれない場合は、障害福祉サービス事業者等へ立ち入り、業務管理体制

の整備状況を検証するものとする。 

  エ 一般検査の結果、第７条に定める行政上の措置等には至らないで改善を要する事項については、

様式第３号により通知するものとし、原則として通知の日から１か月以内に、改善報告書の提出

を求めるものとする。 

 ⑶ 特別検査の実施 

  ア 指定事業所等の指定取消相当の事案が発覚した場合に、当該障害福祉サービス事業者等及び指

定事業所等へ立ち入り、業務管理体制の整備状況を検証するとともに、当該事案への組織的関与

の有無を検証するものとする。 

  イ 特別検査の結果、第７条に定める行政上の措置等には至らないで改善を要する事項については、

様式第３号により通知するものとし、原則として通知の日から１か月以内に、改善報告書の提出

を求めるものとする。 

 

（検査における留意事項） 

第６条 検査の実施に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

 ⑴ 身分を証明する証票の携帯 

   職員は、身分を証明する証票を携帯すること。 

 ⑵ 職員の心得 

  ア 公正・公平な検査の実施 

    法律に基づいた権限行使であることを自覚し、公正・公平な検査の実施に努めなければならな

い。 

  イ 法に定める適正な手続き 

    検査が私企業等に対する立入権限の行使を含むものであることを自覚し、検査の実施に当たっ

ては、適正な手続きを確保するとともに、効率的・効果的な検査の実施に努め、法律の目的に照

らして必ずしも必要のない点にまで検査に及んでいないかを、不断に問い直さなければならない。 

  ウ 検証 

    職員は、業務管理体制の整備状況の検査に当たって、事実を的確に把握し、問題点を示した上

で、障害福祉サービス事業者等の説明及び意見を聴取し、その理解や認識を確認すること。 

    また、障害福祉サービス事業者等の業務管理体制の的確な実態把握等の観点から、随時、資料

等を求めることができる。 

    ただし、資料等を求めるに当たっては、障害福祉サービス事業者等が保持するものを活用し、

検査会場で閲覧するなど、真に必要なもの以外は持ち帰ることがないよう留意すること。 

  エ 立入検査終了手続 

    職員は、立入検査終了に当たり、立入検査の過程で把握した事実関係について、その内容に両

者の間で認識の相違がないことの確認を十分行うこと。 

 

（行政上の措置等） 

第７条 検査の結果、次の行政上の措置をとる場合は、障害福祉サービス事業者等に対し、様式第４号

又は第５号により通知するものとする。 

 ⑴ 勧告 

   厚生労働省令で定める基準に従って適正な業務管理体制を整備していないと認めるときは、障害

福祉サービス事業者等に対し、その是正を勧告することができ、原則として勧告の日から１か月以

内に、改善報告書の提出を求めるものとする。 

なお、期限までにこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
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 ⑵ 命令 

   勧告を受けた障害福祉サービス事業者等が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなか

ったときは、期限を定めて、その措置をとるべきことを命ずることができる。 

   命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。 

 

（情報管理） 

第８条 職員は、検査に関する情報を、広島市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第

４号）及び広島市情報公開条例（平成１３年条例第６号）等に即して、検査及び指導監督の目的以外

には使用しないよう適切に管理しなければならない。 

 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和６年３月２６日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和６年９月２４日から施行する。 
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障害福祉サービス等情報公表制度について

ページ番号︓0000375311 更新⽇︓2024年7⽉9⽇更新

障害福祉サービス等情報公表制度

障害福祉サービス等を提供する事業者数が⼤幅に増加する中、サービスを利⽤する障害児者等が、個々のニーズに応じて良質なサービスを
選択することができるよう、利⽤者の権利擁護及びサービスの質の向上等に資する情報提供の環境整備を図るため、平成３０年度に障害福
祉サービス等情報公表制度が施⾏されました。

障害福祉サービス等情報公表制度｜厚⽣労働省 (mhlw.go.jp)＜外部リンク＞

関係通知等

障害福祉サービス等情報公表制度の施⾏について（平成３０年４⽉２３⽇ 厚⽣労働省通知） [PDFファイル／122KB]
01 広島市障害福祉サービス等情報公表制度実施要領 [PDFファイル／139KB]
02 【別添】障害福祉サービス等情報公表制度の公表事項について [PDFファイル／117KB]

障害福祉サービス等情報の報告

指定障害福祉サービス等を提供する事業者は、障害者総合⽀援法第７６条の３第１項及び児童福祉法第３３条の１８第１項の規定により、
情報公表対象サービス等情報⼜は情報公表対象⽀援等情報（以下「障害福祉サービス等情報」という。）を市⻑へ報告する必要がありま
す。

報告は、独⽴⾏政法⼈福祉医療機構が運営する「障害福祉サービス等情報公表システム」（以下「システム」という。）により、年に１回
⾏ってください。

障害福祉サービス等情報公表システム

障害福祉サービス等情報公表システム操作説明書（簡易版） [PDFファイル／2.1MB]

⼊⼒をお願いする事項【必須】（2024年度版） [PDFファイル／1.42MB]

障害福祉サービス等情報公表システム関係連絡版

本システムに関するお知らせやマニュアルなどを掲載していますので、ご活⽤ください。

障害福祉サービス等情報公表システム関係連絡板 (wam.go.jp)＜外部リンク＞

報告の時期

毎年、５⽉１⽇から７⽉３１⽇までの間に⾏ってください。

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 運営上必要な届出・報告等 > 障害福祉サービス等情
報公表制度について

現在地

資料集　 -48-

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00001.html
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/241908.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/241909.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/241910.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/233855.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/241911.pdf
https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/shofukuinfopub/jigyo/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789.html
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789-3659.html


ただし、５⽉１⽇以降に指定を受けた事業者においては、個別にご案内します。

ログインID、パスワードについて

システムのログインID及びパスワードは、法⼈ごとにそれぞれ１つずつ設定されています。

ログインIDは、毎年５⽉初旬に「システムからの連絡先」として登録されているメールアドレスへ⾃動配信されています。

パスワードをお忘れの場合は、パスワードリセットを⾏ってください。初期化されたパスワードは、「システムからの連絡先」として登録
されているメールアドレスへ配信されます。

パスワードを忘れた⽅はこちら↓↓↓（再発⾏⼿順のご案内です）

  https://www.int.wam.go.jp/sec/content/files/shofukupubsys/info/func_passreset.pdf＜外部リンク＞

システム⼊⼒に関する問い合わせ先

システムの運⽤に係る事務のうち、各法⼈や事業所からの報告内容の確認等に関するものを、（⼀社）広島県シルバーサービス振興会に委
託しています。システムの⼊⼒に関することは、同法⼈にお問い合わせください。 

【（⼀社）広島県シルバーサービス振興会】

電話番号︓ 082-254-9699

電⼦メール︓peqqu001@hiroshima-silver.or.jp

 

関連サイト

障害福祉サービス等情報検索 - WAM NET＜外部リンク＞

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
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障障発 0423 第１号 

平成 30 年４月 23 日 

最終改正 障 障 発 0 3 2 9 第 ５ 号 

令和６年３月 29 日 

 

都道府県 

各 指定都市 障害福祉主管部（局）長  殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

                    障害保健福祉部障害福祉課長 

                    （ 公 印 省 略 ） 

 

 

障害福祉サービス等情報公表制度の施行について 

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉

法の一部を改正する法律（平成 28年法律第 65号。以下「一部改正法」という。）

及び関係法令が平成 30年４月１日に施行されるに当たり、一部改正法による改

正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123号）第 76条の３の規定による情報公表対象サービス等の利用に資

する情報の報告及び公表並びに一部改正法による改正後の児童福祉法（昭和 22

年法律第 164号）第 33条の 18の規定による情報公表対象支援の利用に資する

情報の報告及び公表の具体的な制度内容について、別紙のとおり通知すること

としたので、御了知の上、適正な事務処理を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項

の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 
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Ⅰ 障害福祉サービス等情報公表制度の趣旨 

  障害者自立支援法の施行から長期間が経過し、障害福祉サービス等を提供

する事業者の数が大幅に増加する中で、サービスを利用する障害児者等が、

個々のニーズに応じて良質なサービスを選択することができるように、事業

者が提供する障害福祉サービスの内容等を積極的に公表することにより、質

の高いサービスの提供が促されることが重要である。 

しかしながら、利用者等が、利用者の障害特性に合った事業者を比較、検

討し、適切に選択するために、事業者が提供する障害福祉サービス等の必要

な情報を入手することは必ずしも容易ではない。利用者が適切なサービスを

利用できない場合、日常生活又は社会生活を営むことが妨げられ、社会参加

の機会が制限されるおそれがあることから、利用者等に対して、事業者に関

する情報を適切に提供する環境整備が求められている。 

また、事業者にとっても、自らが提供する障害福祉サービス等の内容や運

営状況等に関して、利用者等による適切な評価が行われ、より良い事業者が

適切に選択されることが望ましいことから、各事業者の情報を公平に提供す

る環境整備が求められている。 

このような、利用者の権利擁護及びサービスの質の向上等に資する情報提

供の環境整備を図るため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成 17年法律第 123号。以下「障害者総合支援法」という。）

及び児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「児福法」という。）を改正

し、指定障害福祉サービス等に係る情報公表制度（以下単に「情報公表制度」

という。）を創設した。本制度は、事業者が、障害者総合支援法第 76条３に

規定する情報公表対象サービス等情報及び児福法第 33条の 18第１項に規定

する情報公表対象支援等情報（事業者が提供する障害サービス等の内容及び

運営状況に関する情報であって、指定障害福祉サービス等を利用し、又は利

用しようとする障害児者等が適切かつ円滑にサービスを利用する機会を確保

するために公表されることが適当なもの。以下「障害福祉サービス等情報」

と総称する。）を都道府県知事並びに指定都市、中核市及び児童相談所設置市

の長（以下「都道府県知事等」という。）へ報告することや都道府県知事等が

事業者から報告を受けた当該情報を公表することを義務付けることなどを規

定したものである。 

 

Ⅱ 実施主体等 

 １．実施主体 

   情報公表制度の事務の実施主体は、障害者総合支援法第 76条の３第１項

及び児福法第 33条の 18第１項に規定する対象事業者（以下単に「事業者」

別 紙 
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という。）に対し、指定障害福祉サービス事業者等に係る指定を行った都道

府県知事等とする。 

    ただし、市区町村長（指定都市、中核市及び児童相談所設置市の長を除

く。）から指定を受けた指定特定相談事業者が提供する、指定計画相談支援

及び指定障害児相談支援に係る情報公表の事務の実施主体は、当該市区町

村を管轄する都道府県知事とする。 

 

２．実施体制の整備 

    情報公表制度に係る事務は、障害者総合支援法及び児福法に基づく都道

府県等の自治事務であり、都道府県知事等は、事業者から報告された障害

福祉サービス等情報の受理、調査、公表等の事務（以下「情報公表事務」

という。）を的確に行う体制を整備する必要がある。 

当該事務は、都道府県知事等が自ら行うことを基本とするが、適切な事

務運営が可能であり、当該事務を実施するに相応しい中立的かつ公共性の

ある法人に対して委託することは差し支えない。ただし、当該事務の実施

に当たり、特定の事業者に偏ることのない中立・公正な事務が実施される

必要があることから、委託先の選定については、特に次の点に留意するこ

と。 

・ 当該法人が障害福祉サービス等を自ら提供していないこと 

・ 当該法人の役員等、構成員又は職員の多数が、障害福祉サービス等を

現に提供する事業者の役員等、構成員又は職員でないこと 

・ 当該法人の行う他の事業が情報公表事務の公正かつ的確な実施に支障

を及ぼすおそれのないこと 

・ 安定的な事務運営が可能であること。 

 

また、事務の委託に当たっては、相互に緊密な連携・協力を図り実施す

ることとし、事業者から報告された障害福祉サービス等情報の公表を行う

かの最終的な判断は、都道府県知事等が行うものとする。 

   なお、次に掲げる事務については都道府県知事等が実施すること。 

・ 障害者総合支援法第 76条の３第３項及び児童福祉法第 33条の 18第３

項に基づく調査 

・ 障害者総合支援法第 76条の３第４項及び児童福祉法第 33条の 18第４

項に基づく報告若しくは報告内容の是正又は調査実施命令 

・ 障害者総合支援法第 76条の３第６項及び児童福祉法第 33条の 18第６

項に基づく指定取消し又は指定の効力の停止 
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Ⅲ 障害福祉サービス等情報公表制度の実施方法等 

１．情報の公表を行う指定障害福祉サービス等の種類 

   情報の公表を行う指定障害福祉サービス等は、以下のとおりとする。 

（１）指定障害福祉サービス（共生型障害福祉サービスを含む。） 

     指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護、指定行動援護、指

定療養介護、指定生活介護、指定短期入所、指定重度障害者等包括支援、

指定施設入所支援、指定自立訓練、指定就労移行支援、指定就労継続支

援、指定就労定着支援、指定自立生活援助及び指定共同生活援助 

 

 （２）指定地域相談支援 

    指定地域移行支援及び指定地域定着支援 

 

 （３）指定計画相談支援 

 

 （４）指定通所支援（共生型通所支援を含む。） 

     指定児童発達支援、指定医療型児童発達支援（指定発達支援医療機関

が行うものを除く。）、指定放課後等デイサービス、指定居宅訪問型児童

発達支援及び指定保育所等訪問支援 

 

 （５）指定障害児相談支援 

 

 （６）指定入所支援（指定発達支援医療機関が行うものを除く。） 

     指定福祉型障害児入所施設及び指定医療型障害児入所施設 

 

  ２．障害福祉サービス等情報の具体的内容 

 （１）報告が必須の情報 

    障害者総合法第 76条の３第１項及び児福法第 33条の 18第１項の規定

に基づき、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行規則（平成 18年厚生労働令第 19号。以下「障害者総合支援法施行規

則」という。）の別表第１号及び別表第２号並びに児童福祉法施行規則（昭

和 23年厚生省令第 11号。以下「児福則」という。）の別表第２及び別表

第３に掲げる項目に関する具体的内容は、それぞれ、別添１基本情報及び

別添２運営情報のとおりとする。 

 

 （２）都道府県知事等が任意で設定できる情報 

    障害者総合支援法第 76条の３第８項及び児福法第 33条の 18第８項に

規定する指定障害福祉サービス等の質及び指定障害福祉サービス等に従

事する従業者に関する情報（障害福祉サービス等情報を除く。）（以下「任
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意設定情報」という。）については、これらの規定に基づき都道府県知事

等が定めるものであることから、事業者から報告させることにより、利

用者が適切かつ円滑に障害福祉サービス等を利用する機会の確保に資す

ると判断した情報がある場合に、その情報及び具体的内容について、都

道府県等の実情に応じて適宜定めるものとする。 

 

 ３．報告に関する実施要綱等の策定 

     都道府県知事等は、事業者から障害福祉サービス等情報が円滑に報告さ

れるよう、管轄する地域の障害福祉サービス等の提供状況を勘案し、基準

日、実施期間、報告対象、報告の方法及び報告期限等を示した実施要綱等

を毎年度策定する。当該実施要綱等の策定に当たっては、次によるものと

する。 

 （１）実施要綱等策定の目的 

      本制度については、都道府県知事等が、事業者から報告される障害福祉

サービス等情報の受理、調査、情報の公表等の事務を毎年度実施するに当

たり、当該事務を効率的かつ円滑に行う観点から、実施要綱等を策定する

ものである。 

 

 （２）実施要綱等の策定者 

    実施要綱等の策定者は、都道府県知事等とする。 

 

 （３）実施要綱等の内容 

    実施要綱等の内容は、次のとおりとする。 

ア 基準日 

   実施要綱等の基準日は、速やかな制度の施行を行う観点から、４月

１日とする。 

      

      イ 実施期間 

 実施期間は、実施要綱等を毎年定めることから、４月１日以降の１

年間とする。 

 

 ウ 報告の対象となる事業者 

 障害者総合支援法第 76条の３第１項及び児福法第 33条の 18第１項

の規定により、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとす

る事業者については、指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとす

るときに報告の対象となる。 

また、障害者総合支援法第 76条の３第１項及び障害者総合支援法施

行規則第 65条の９の６並びに児福法第 33条の 18第１項及び児福則第
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36条の 30の２の規定により、災害その他都道府県知事等に対し情報公

表対象サービス等の報告を行うことができないことにつき正当な理由

がある事業者を除き、実施要綱等で定める基準日より前において指定障

害福祉サービス等を提供している事業者が報告の対象となる。 

     

エ 報告の方法 

     事業者が、都道府県知事等へ障害福祉サービス等情報を報告する方

法について定めるものとする。 

 

   オ 報告の開始 

     報告の開始日は、実施要綱等に規定する基準日以降の期間内におい

て、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとするが、 

    ・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供している事

業者については、報告を求める年度（以下「報告年度」という。）の

５月初日 

    ・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しよう

とする事業者については、指定障害福祉サービス事業者等の指定を

受けた日 

    とすることが適当である。 

 

   カ 報告の期限 

      報告期限は、実施要綱等に規定する基準日以降の期間内において、

各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとするが、情報公表に係

る事務を円滑に行う観点から、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供している事

業者については、報告年度の７月末日 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しよう

とする事業者については、指定障害福祉サービス事業者等の指定を

受けた日から１か月以内 

とすることが適当である。 

 

   キ 公表の時期 

     障害福祉サービス等情報の公表の実施時期については、実施要綱等

に規定する基準日以降の期間内において、各都道府県等の実情に応じ

て適宜定めるものとするが、 

    ・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供している事

業者については、報告後２か月以内 

    ・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始使用と
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する事業者については、報告後１か月以内 

    とすることが適当である。 

 

     ク その他都道府県知事等が必要と認める事項 

        前記ア～キ以外の事項についても、都道府県等において、個別に必要

と認める事項については、適宜、各都道府県知事等の判断により実施

要綱等に定めることとする。 

 

   （４）その他実施要綱等に定めることが適当な事項 

      以下については、必要に応じて、実施要綱等に定めることとする。 

     ア 障害福祉サービス等情報の更新の取扱い 

（ア） 法人及び事業所等の名称、所在地、電話番号、ＦＡＸ番号、ホ

ームページ及びメールアドレスについては、指定障害福祉サービ

ス等事業所の情報として重要な事項であるため、事業者は、当該

事項について修正又は変更のあったときに、都道府県知事等に報

告を行うこととする。 

（イ） 上記（ア）以外の情報については、年１回の定期的な報告で足り

ることとするが、各都道府県知事等の判断により、変更時の随時更

新を求めることとしても差し支えない。 

イ 是正命令を受けた事業者に係る障害福祉サービス等情報の取扱い 

       事業者は、都道府県知事等から、障害者総合支援法第 76条の３第４

項及び児福法第 33条の 18第４項の規定に基づく報告、報告の内容の是

正又は調査を命じられた事業者に係る障害福祉サービス等情報につい

て、都道府県知事等の指示により、調査又は公表を行うこと。 

 

   （５）実施要綱等の公表 

      都道府県知事等は、実施要綱等を定めたときは、利用者及び事業者に対

して、実施要綱等の内容を周知するため、これを公表する。 

 

  ４．事業者による報告 

（１）報告する情報の作成時期 

事業者が報告する障害福祉サービス等情報は、当該情報の項目ごとに

特に時期を定めるもののほか、事業者ごとの報告の提出期限前の可及的

新しい情報について作成するものとする。 

 

 

（２）報告の時期 

事業者が障害福祉サービス等情報を報告する時期は、各都道府県知事
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等が策定した実施要綱等に定める報告期限までに行うものとする。 

 

（３）報告の内容 

ア 実施要綱に定める基準日より前に、サービス提供実績のある事業者

については、障害者総合支援法施行規則第 65条の９の８及び児福則第

36条の 30の４の規定に基づき、別添１基本情報及び別添２運営情報を

報告する。 

イ 基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しよう

とする事業者については、別添１基本情報を報告する。 

    

５．調査の実施 

（１）調査の目的 

障害者総合支援法第76条の３第３項及び児福法第33条の18第３項の規

定による調査は、利用者保護等の観点から、都道府県知事等が事業者か

ら報告された障害福祉サービス等情報の根拠となる事実を確認するため

に行うものである。  
（２）調査の実施時期 

事業者から報告された障害福祉サービス等情報の内容に係る調査につ

いては、都道府県知事等が公表を行うため必要と認める場合に実施する

こととするが、調査を実施することが適当な場合としては、次のような

場合が考えられる。 
・ 報告された内容に虚偽が疑われるとき 
・ 公表内容について、利用者から苦情等があったとき 
・ 指定障害福祉サービス等に係る実地指導を行うとき 
・ その他（食中毒や感染症の発生、火災、虐待等の問題が生じたとき

等）  
（３）調査の実施方法 
ア 基本的事項 
（ア）調査の実施体制 

調査は、職員１名以上で行うものとする。 
（イ）調査の内容 

調査は、基本情報及び運営情報について確認を行うものとする。 
（ウ）調査の方法 

調査は、事業者を訪問し、当該調査に関して事業者を代表する者

との面接調査の方法によって行うことが望ましいが、面接調査以外

の方法により適正な調査が実施できる場合については、その他の方
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法により行う。  
イ 具体的事項 
（ア）面接調査の方法 

ａ 調査の時点及び期間 
調査の時点は、報告日現在とする。また、過去の実績等の調査

対象期間は、報告された情報の作成日の前１年間とする。 
ｂ 基本情報の調査方法に係る共通的事項 
調査は、当該情報の内容が確認できる記録等の書類や事業所内

外の目視等により確認するものとする。 

ｃ 運営情報の調査方法に係る共通的事項 

① 調査は、運営情報において、実施していると報告のあった事

項について、その具体的な方法の確認を行うものとする。 
②  具体的な方法を確認するに当たっては、当該取組の実施の有
無を確認するものとし、取組の実施内容に関する良し悪しの評

価、改善指導等を行わないものとする。 
③ 具体的な方法を確認するに当たり、利用者ごとの記録等の事

実確認を行う場合については、当該記録等の原本を１件確認す

ることで足りるものとする。 

④  具体的な方法を確認するに当たっては、紙、電子媒体等の形

式は問わないものとする。 

⑤  研修会等の実施記録の確認に当たっては、少なくとも、当該

研修会等の題目、開催日、出席者及び実施内容の概要を確認す

るものとする。 

⑥  各種研修については、事業者が自ら実施するもの又は外部の

研修へ参加させるものの別を問わないものである。 

 

（イ）調査の終了 

調査の終了時においては、調査結果について、事実誤認がない

こと及び調査結果がそのまま公表されるものであることについて

事業者の同意を得るものとする。当該同意をもって、調査が終了

するものとする。 

 

（４）調査事務に関する留意点 

本制度における調査は、事業者が自らの責任で報告する障害福祉サー

ビス等情報について、都道府県知事等が必要と認める場合に当該情報の

事実確認を行うための仕組みであり、当該調査による事実確認により、

事業者が実施する取組の良し悪しや、事業者自体を評価する仕組みでは
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ないことに留意すること。 
 

     ６．情報の公表 

（１）手続き 

     都道府県知事等は、実施要綱等に基づき、事業者が提供する指定障害

福祉サービス等の種類・事業所ごとの基本情報及び運営情報を公表する。

また、調査を実施した場合には、当該調査結果について公表する。 

 

（２）公表の方法等 

      都道府県知事等が行う情報の公表方法は、次によるものとする。 

   ア インターネットによる公表 

     都道府県知事等は、管轄の事業者の障害福祉サービス等情報を公平

に公表するとともに、極めて多くの事業者の情報の中から、利用者が

必要な情報を抽出し、適切に比較検討することを支援するため、イン

ターネットによる公表を行うものとする。 

     また、都道府県知事等は、インターネットによる公表情報が適切に

障害福祉サービス等の利用者等に伝わるよう、利用者の家族、市区町

村、相談支援事業者等に対し、本制度の活用について普及啓発に努め

るものとする。 

 

   イ その他の公表方法 

都道府県知事等は、利用者等からの要請に応じて、紙媒体による情

報提供、閲覧等についても行うものとする。 

 

   ウ 事業者による公表 

      事業者は、公表する障害福祉サービス等情報について、障害福祉サ

ービス事業所等の見やすい場所に掲示するなど、利用者等への情報提

供に努めるものとする。 

また、利用者等が希望する場合は、事業者は、利用者等のサービス

の選択に資すると認められる重要事項を記した文書に、公表する障害

福祉サービス等情報を添付することが望ましい。 

 

   ７．任意設定情報の公表等 

       都道府県知事等が定めた任意設定情報について、事業者から提供を受け

た場合は、障害者総合支援法第 76条の３第８項及び児福法第 33条の 18

第８項の規定に基づき公表を行うよう配慮するものであることから、事業

者からの提供を推進する観点からも、積極的に公表することが望ましい。 

     なお、任意設定情報についても調査の対象とすることが望ましい。 
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   ８．苦情等の対応 

   （１）苦情等対応窓口の公表 

      都道府県知事等は、あらかじめ、利用者等からの苦情等に対応する窓

口、担当者等を定め、公表するものとする。 

 

   （２）苦情等の対応方法 

ア 総合的な窓口 

都道府県知事等は、事業者から報告された障害福祉サービス等情報

を公表することから、当該公表情報に関する利用者からの苦情等の対

応の総合的な窓口を設ける必要がある。 

 

     イ 基本的な対応 

公表されている情報（以下「公表情報」という。）に関する利用者等

からの苦情等については、事業者に対する照会等を行い、適切な説明

が得られた場合は、利用者等に対し説明を行うことが適当である。ま

た、この場合、公表情報の訂正が必要な場合は、事業者から公表情報

の訂正の報告を受けた後、速やかに公表するものとする。 

       事業所から適切な説明が得られなかった場合、都道府県知事等は、

障害者総合支援法第 76条の３第４項及び児福法第 33条の 18第４項の

規定に基づく報告内容の是正命令等の対応について検討することが適

当である。 

 

     ウ 苦情等に関する対応経過の記録等 

       都道府県知事等は、利用者等からの苦情等に関する対応の経過を記

録するものとする。 
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広島市障害福祉サービス等情報公表制度実施要領 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第７６条の３及び児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）第３３条の１８の規定に基づく指定障害福祉サービス等に係る情報公表制度について、情報

公表対象サービス等情報及び情報公表対象支援等情報（以下「障害福祉サービス等情報」という。）の

受理、調査及び情報の公表等の事務を効率的かつ円滑に実施するため、必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

 （基準日） 

第２条 この要領で定める基準日は、毎年４月１日とする。 

 

 （実施期間） 

第３条 障害福祉サービス等情報の受理、調査及び情報の公表等の事務の実施期間は、毎年４月１日か

ら翌年３月３１までとする。 

 

 （公表を行う指定障害福祉サービス等の種類） 

第４条 障害福祉サービス等情報の公表を行う指定障害福祉サービス等は、以下の各号のとおりとする。 

 ⑴ 指定障害福祉サービス（共生型障害福祉サービスを含む。） 

   指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護、指定行動援護、指定療養介護、指定生活介護、

指定短期入所、指定重度障害者等包括支援、指定施設入所支援、指定自立訓練、指定就労移行支援、

指定就労継続支援、指定就労定着支援、指定自立生活援助及び指定共同生活援助 

 ⑵ 指定地域相談支援 

   指定地域移行支援及び指定地域定着支援 

 ⑶ 指定計画相談支援 

 ⑷ 指定通所支援（共生型通所支援を含む。） 

   指定児童発達支援、指定放課後等デイサービス、指定居宅訪問型児童発達支援及び指定保育所等

訪問支援 

 ⑸ 指定障害児相談支援 

 ⑹ 指定入所支援 

   指定福祉型障害児入所施設及び指定医療型障害児入所施設 

 

 （報告の対象となる事業者） 

第５条 報告の対象となる事業者は、基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供している事

業者とする。 

  ただし、災害その他市長に対し障害福祉サービス等情報の報告を行うことができないことにつき正

当な理由があると認められる場合は、この限りではない。 

２ 基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者については、事業
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者の指定を受けたときに報告の対象とする。 

 

 （障害福祉サービス等情報の具体的内容） 

第６条 障害福祉サービス等情報の具体的内容は、別添１基本情報及び別添２運営情報に掲げるとおり

とする。 

ただし、基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者について

は、別添１基本情報に限る。 

 

 （報告の方法） 

第７条 事業者は、独立行政法人福祉医療機構が運営する障害福祉サービス等情報公表システム（以下

「情報公表システム」という。）を通じて、市長へ障害福祉サービス等情報を報告するものとする。 

  ただし、情報公表システムを通じて報告することができないやむを得ない事情があると認められる

場合は、文書等により報告することができるものとする。 

 

 （報告の開始） 

第８条 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供している事業者の報告開始日は、毎年５

月１日とする。 

２ 基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者の報告開始日は、

事業者の指定を受けた日とする。 

 

 （報告の期限） 

第９条 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供している事業者の報告期限は、毎年７月

３１日とする。 

２ 基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者の報告期限は、事

業者の指定を受けた日から１か月以内とする。 

 

 （公表の時期） 

第 10 条 市長は、報告を受けた障害福祉サービス等情報を確認の上、報告後２か月以内に情報公表シ

ステムにより公表するものとする。 

  ただし、基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者から報告

を受けた障害福祉サービス等情報については、報告後１か月以内に公表するものとする。 

 

 （障害福祉サービス等情報の更新の取扱い） 

第 11条 事業者は、法人及び事業所等の名称、所在地、電話番号、ＦＡＸ番号、ホームページ及びメー

ルアドレスの修正又は変更があった場合、情報公表システムを通じて市長へ報告するものとする。 

 

 （命令を受けた事業者に係る障害福祉サービス等情報の取扱い） 

第 12 条 事業者は、市長から、障害者総合支援法第７６条の３第４項及び児童福祉法第３３条の１８

第４項の規定に基づく報告、報告の内容の是正又は調査を命じられた事業者に係る障害福祉サービス
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等情報について、市長の指示により、調査又は公表するものとする。 

 

 （苦情等の対応） 

第 13 条 公表されている情報に関する利用者等からの苦情等に対応する窓口は、広島市健康福祉局障

害福祉部障害自立支援課とする。 

 

  附 則 

この要領は、令和６年３月２６日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 
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入力をお願いする事項【必須】（２０２4年度） 

- 1 - 

 

障害福祉サービス等情報公表制度の報告事項について 

広島市障害自立支援課では、障害福祉サービス等情報公表システム（以下「公表システム」という。）の

必須事項だけでは、インターネットで公表された際に利用者等に対して必要な情報が伝わらないと考えて

います。厚生労働省の通達では、可能なかぎりすべての項目に入力することとされていますが、多くの情

報を入力する必要があるため、最低限入力していただきたい事項を次ページ以降にお示しします。今年

度から新たに入力をお願いする項目に 今年度から新たに入力をお願いする項目  と表示して

います。必ずこの文書を参照して入力して下さい。  

お示しした事項に未入力がある場合や報告内容に広島市への届出事項との差異がある場合は、申請

を差戻します。修正及び追加入力をして再度承認申請をお願いします。 

 

入力に際しては、必要に応じて「記入要領」を参照してください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

←こちらをクリック 
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入力をお願いする事項【必須】（２０２4年度） 

- 2 - 

 

★障害福祉サービス等情報報告システムにおいて、最低限入力を求める項目★ 

 

◆今年度からすべてのサービスで新たに入力をお願いする項目◆ 

【サービス内容に関する事項】「障害福祉サービス等の利用者への提供実績」 この文書の P８参照 

【事業所運営に関する事項】（１）（２）両方のあり・なし と （具体的な方法）の入力 参照 P10～P11 

【システムからの連絡先】サービスご担当者様名・システムからの連絡用メールアドレス 参照 P18 

◆訪問系・相談支援系サービスを除くサービスに入力をお願いする項目◆ 

【サービス内容に関する事項】「障害福祉等を提供する事業所等、設備等の状況」 参照 P７ 

◆該当するサービスのみに入力をお願いする項目◆  

以下のサービス事業所については、サービス別に新たに入力をお願いする項目があります。11 ページ以

降に掲載しますので、入力をお願いします。 

生活介護、短期入所、共同生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、福

祉型・医療型障害児入所施設、宿泊型自立訓練、自立訓練（機能・生活）、就労移行支援、就労継続支援

A・B型、就労定着支援 

 

 

 

※ ① 法人等に関する事項 ② 事業所等に関する事項について 

記入内容は、登記事項や広島市長への届出事項と整合性を図ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先 

➢ 法人等の種類・・・「株式会社」「有限会社」「合同会社」等は、「05：営利法人」に該当します。 

➢ 法人等の名称 

➢ 法人等の主たる事業所の所在地 郵便番号、都道府県、市区町村、町名・番地、建物名・部屋番号

等 

➢ 法人等連絡先 電話番号、FAX番号 

➢ 法人代表者 氏名、職名 

➢ 法人等設立年月日 

        

 

入力後、次のカテゴリに移る時は、必ず          をクリックしてください 

  

① 法人等に関する事項 
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⚫ 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先 

➢ 事業所の名称  （ふりがな） 、名称 

➢ 事業所の主たる事業所の所在地 郵便番号、都道府県、市区町村、町名・番地、建物名・部屋番号

等・・・建物名や部屋番号は「町名・番地」欄へ続けて入力せず、「建物名・部屋番号等」欄へ入力して

ください。地図の位置表示が正常に表示されない場合があります。 

➢ 事業所の連絡先 電話番号、FAX番号 

➢ 指定事業所番号 

➢ 事業所管理者 氏名、職名 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定を受けた年月日 

➢ 事業開始（予定）年月日 

➢ 指定の年月日・・・指定の更新年月日と合わせて、「総合支援法」及び「児童福祉法」に規定する障害

福祉サービス事業の指定を受けた年月日を、認可証を確認のうえ、入力をお願いします。 

➢ 指定の更新年月日(直近)・・・すでに指定更新をうけた直近の年月日を入力してください。指定期間の

満了日（将来の日付）ではありません。開設６年未満でまだ指定更新をしてない場合は、「空欄」にし

てください。 

 

 

 

 

 

 

② 事業所等に関する事項 
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⚫ 事業所等までの主な利用交通手段・・・当該事業所等の最寄りの公共交通機関の駅等の名称、当該

最寄りの駅等から当該事業所等までの主な交通手段、所要時間等について記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 職種別の従業者の数、勤務形態、労働時間、従業者１人当たりの利用者数等 

職種別の従業者の数、勤務形態、労働時間、従業者１人当たりの利用者数等←入力の詳細については、

「記入要領」を確認してください。 

 実人数・・・報告年度の４月末時点（新規事業所の報告は、サービス提供開始時）における当該業務

に係る専従及び非専従に該当する者の実人数を、職種別、常勤及び非常勤の勤務形態別に記入し

てください。合計人数は自動計算で表記されます。 

 常勤換算人数・・・報告年度の４月末時点（新規開設事業所の報告は、サービス提供開始時点）にお

ける常勤換算人数を職種別に記入してください。未入力が非常に多い箇所。入力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 従業者に関する事項 
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➢ １週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数・・４０時間以下で入力してください。 

➢ 利用実人数・・・報告年度の４月中（４月１日から４月３０日まで）に報酬を請求した利用者の実人員を

記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「0」を入力してください。 

① 報告年度の４月中にサービス提供実績がない場合 

② 新規開設事業所の報告時 

※ 自動計算項目は、表示されない場合があります。←記入要領（マニュアル）参照 

➢ 資格等を有している従業者の数・・・報告年度の４月末時点において資格等を有している従業者の実

人数を記入してください。複数の資格を取得している場合は、重複計上してください。表の中の該当

する資格がない場合は空欄で結構です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 管理者の他の職務との兼務の有無・・・あり・なしの選択。 

➢ 管理者が有している当該報告に係る資格等・・・あり・なしの選択。ありの場合は （資格等の名称）を

入力してください。 

 

 

 

 

※ 全サービスの入力項目の例示を掲載しています。サービスによっては、入力画面にない項目もありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 事業所等の運営に関する方針 

➢ 事業所等の運営に関する方針・・・事業の目的、運営等の方針について記入してください（指定基準

に規定する運営規程の内容等との整合性を図ること）。この項目は、インターネットで公表された際、

事業所名のすぐ下に表示されます。必ず入力してください。 

 

④ サービス内容に関する事項 
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⚫ 障害福祉サービス等を提供している日時（指定基準に規定する運営規程の内容等との整合性を図る

こと） 

➢ 事業所等の営業時間・・・受付対応が可能な営業時間帯を、平日、土曜、日曜及び祝日別に２４時間

表記で記入してください。 

➢ 定休日 

➢ 利用可能な時間帯・・・当該報告に係る障害福祉サービス等を利用可能な時間帯を、平日、土曜、日

曜及び祝日の別に２４時間表記で記入してください。事業所等の営業時間と同じでもこちらも入力し

て下さい。 

➢ サービス提供所要時間・・・報告年度の４月中（４月１日から４月３０日まで）に報酬を請求した利用者に

ついて、サービスを提供した１日当たりの平均時間をリストから選択してください。なお、新規開設事業

所の報告時は、当該欄は「空欄」としてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス内容等 

➢ 主たる対象とする障害の種類・・・リストから選択 

➢ 利用者の送迎の実施・・・あり・なしの選択 

➢ 協力医療機関・・・医療機関の名称 

➢ 利用定員・・・報告年度の４月末時点における定員数を記入してください。なお、新規事業所の報告は、

サービス提供開始時点の内容を記入してください。広島市への届出と一致していること。 
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➢ 医療的ケアを必要とする利用者の受入体制・・・サービス内容等の緑色の枠の中の一番下 

医療的ケアを必要とする利用者の受入体制が整備されている場合は、項目ごとに「あり」を選択してく

ださい。すべての項目に「あり」または「なし」の選択をしてください。その他の医療的ケアが整備されて

いる場合は、その内容を「その他」欄に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 障害福祉サービス等を提供する事業所等、設備等の状況 

➢ 建物の構造 

・ 地上階・・・当該事業所等の建物の地上の階数を記入してください。 

・ 当該事業所等の設置階・・・当該事業所等が設置されている階の階数を記入してください。 

なお、当該事業所が、複数階に設置されている場合は、その設置階の範囲を記入してください。 

（例）５階建ての建物で、１階から３階まで事業所が設置されている場合 → １～３階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度から新たに入力をお願いする項目 

訪問系・相談支援系など入

力不要のサービスでは画面

が表示されません。 
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⚫ 障害福祉サービス等の利用者への提供実績 

➢ 利用者の人数・・・報告年度の４月中（４月１日から４月３０日まで）の報酬を請求した障害福祉サービス

等の利用者の実人数を支援区分ごとに記入してください。合計の利用者数は自動計算で表記されま

す。やむを得ない事由による措置と経過的の者は、「区分なし」に計上してください。なお、新規開設

事業所の報告時は、当該欄は「空欄」としてください。 

➢ 利用者の人数（前年同月の提供実績）・・・報告年度の前年度４月中（４月１日から４月３０日まで）にお

ける提供実績について、障害福祉サービス等の利用者の実人数を支援区分ごとに記入してください。

合計の利用者数は自動計算で表記されます。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空

欄」としてください。 

① 新規開設から 1年未満の場合 

② 新規開設事業所の報告時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 利用者等からの苦情に対応する窓口等の状況 

➢ 窓口の名称・・・名称を設けていない場合は「○○○○（事業所名） 苦情相談窓口」としてください。 

➢ 電話番号 

➢ 対応している時間  （平日） （土曜日） （日曜日） （祝日）・・・２４時間表記で記入してください。 

➢ 定休日 

➢ 苦情処理結果の開示状況・・・苦情処理結果を開示している場合は「あり」、それ以外は「なし」を選択

してください。 

 

 

今年度から新たに入力をお願いする項目 
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⚫ 障害福祉サービス等の提供により賠償すべき事故が発生したときの対応の仕組み 

➢ 損害賠償保険の加入状況・・・あり・なしの選択 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 障害福祉サービス等の提供内容に関する特色等 

➢ 障害福祉サービス等の提供内容に関する特色等・・・特になければ「なし」と入力して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等・・・新規事業所の報告時は空欄

で結構です。 

➢ 利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組の状況（記入日前１年間の状況） 

報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）において、利用者アンケート調査、意

見箱の設置等により利用者の意見等を把握する取組を実施している場合は「あり」を選択してください。 

➢ 当該結果の開示状況・・・利用者アンケート調査等の結果を外部に開示している場合は「あり」を選択

してください。 

➢ 第三者による評価の実施（受審）状況・・・第三者による障害福祉サービス等の質の評価を実施してい

る場合は「あり」を選択してください。 

⇒「あり」を選択した場合 

 実施（受審）した直近の年月日 
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 実施（受審）した評価機関の名称 

 当該結果の開示状況・・・第三者による評価結果を外部に開示している場合は「あり」を選択してく

ださい。 

⇒「あり」を選択した場合 

PDF ファイルを添付し、当該結果が掲載されているホームページのＵＲＬについても記入してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 障害福祉サービス等給付以外のサービスに要する費用・・・サービスによって報告数が違います。 

各項目について、あり・なしの選択。各費用を徴収している場合は「あり」を選択し、（額及び算定方法）

を記入してください。（額及び算定方法）が入力されていない場合は差戻しの対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 利用料に関する事項 

 

⑥ 事業所運営に関する事項 

 

 

今年度から新たに入力をお願いする項目 
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⚫ 事業所等運営の状況（新規開設事業所の報告時を除く）・・・すべての項目について、取組を実施して

いる場合は「あり」を実施していない場合は「なし」を選択し、「あり」を選択した場合はその（具体的な

方法）を記入してください。 （具体的な方法）が入力されていない場合は差戻しの対象となります。 

⚫ この項目の内容に関するお問い合わせは広島市障害自立支援課へお願いします。 

 

◎ ここからは、該当サービス別の                                  です。

【 】内に示されたサービス事業所のみ入力を確認します。 

 

 

【生活介護】 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 運営規定上の開所日数（年間）・・・運営規程に定める営業日に基づく年間（４月１日から３月３１日ま

で）の開所日数を記入してください。利用者がいない日であっても、事業所として営業・開所する日に

ついても開所日数としてカウントしてください。 

記入例：３月１～３、６～10、13～17、21～24、27～31 に開所する場合 

→ ３月中の開所日数：22 日（３日＋５日＋５日＋４日＋５日の合計日数） 

→ 同様のカウント方法で各月の開所日数を算出し、その合計日数を記入してください。 

 

【短期入所、共同生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、福

祉型・医療型障害児入所施設】 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 事業所等類型・・・選択肢から該当する事業所等類型を１つ選択してください。 

② 事業所等に関する事項 

 

 

今年度から新たに入力をお願いする項目 
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【共同生活援助】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 当該事業所等における全共同生活住居数、定員数及び各共同生活住居の概要・・・当該事業所等に

おける全共同生活住居数及び全共同生活住居の定員数の合計を記入してください。 

また、各共同生活住居の概要について、名称、開設年月日（西暦）、所在地（都道府県名、市区郡

町村名、番地、建物、部屋番号等（注））及び定員数を記入してください。なお、共同生活住居が６つ

以上ある場合は、主な共同生活住居を５つまでを記入してください。この項目の入力が次ページの

「夜勤の勤務体制」の施設名へ自動転記されます。 

（注） 所在地については、アパートやマンション等の一室を共同生活住居として活用している場合等にお

いて、利用者のプライバシー等に特段の配慮が必要な場合は、番地までの記載で構いません。 

 

 

 

【短期入所、施設入所支援、宿泊型自立訓練、福祉型・医療型障害児入所施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 「夜間の勤務体制」・・・報告年度の４月末時点における夜間の勤務体制について、夜勤又は宿直に

あたる職員数（常勤換算人数）を記入してください。また、内訳として、看護職員（保健師、看護師、准

看護師）による夜勤又は宿直にあたる職員数（常勤換算人数）を記入してください。なお、新規開設事

業所の報告時は、サービス提供開始時点の内容を記入してください。 

 

③ 従業者に関する事項 
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【共同生活援助】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 「夜間の勤務体制」・・・報告年度の４月末時点における夜間の勤務体制について、共同生活住居ごと

に夜勤又は宿直にあたる職員数（常勤換算人数）を記入してください。なお、新規開設事業所の報告

時は、サービス提供開始時点の内容を記入してください。 

 

 

 

【共同生活援助】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 入居者の主な日中活動の場・・・入居者の主な日中活動の場（サービスの種類等）を記入してください。 

➢ 入居者の平均年齢、最高齢者の年齢、最年少者の年齢・・・報告年度の４月末時点における入居者

の平均年齢、最高齢者の年齢、最年少者の年齢をそれぞれ記入してください。なお、新規開設事業

所の報告時は、サービス提供開始時点の内容を記入してください。 

 

 

 

 

 

④ サービス内容に関する事項 

 

 

施設名は、「事業所等に関する事項」の「当

該事業所等における主たる共同生活住居の

名称、開設年月日及び所在地」に入力され

たものが自動表記されます。 
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【自立訓練（機能・生活）】 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 事業所における主な訓練内容・・・事業所における主な訓練内容を記入してください。 

（記入例） 

・ 知的障害者、精神障害者に対する日常生活訓練（家事、コミュニケーション等）、スポーツ訓練 

・ 高次脳機能障害者に対する日常生活訓練、就労準備訓練 

・ 視覚障害者に対する歩行訓練、コミュニケーション訓練 等 

 

【宿泊型自立訓練】 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 利用者の主な日中活動の場・・・利用者の主な日中活動の場（サービスの種類等）を記入してください。 

 

【就労移行支援】 
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⚫ サービス別の項目 

➢ 一般就労までの平均利用期間・・・報告年度の４月末時点における利用者の一般就労までの平均利

用期間（月数）について、記入してください。なお、新規開設事業所の報告時は、サービス提供開始

時点の内容を記入してください。 

➢ 一般就労への移行者数（移行率）・・・一般就労への移行者の実人数及び移行率について、３年度分

（昨年度、一昨年度、一昨昨年度）ごとに記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、

当該欄は「空欄」としてください。 

① 報告年度の前年度など、年度の途中に新たに当該障害福祉サービスの提供を開始した場合 

② 新規開設事業所の報告時 

➢ 一般就労先での定着者数（定着率）・・・一般就労先での定着者の実人数及び定着率について、４つ

の期間（就職後６月、就職後１年、就職後２年、就職後３年）ごとに記入してください。なお、次のいず

れかに該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 報告年度の前年度など、年度の途中に新たに当該障害福祉サービスの提供を開始した場合 

② 新規開設事業所の報告時 

 

【就労継続支援 A型】 
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⚫ サービス別の項目 

➢ 主な生産活動の内容・・・右端の「ⅴ」をクリックして表示される選択肢から、該当する主な生産活動の

種類を１つ選択し、その具体的な内容を記入してください。なお、具体的な内容については、単に「下

請け作業」、「軽作業」等と記入せずに、作業内容がよくわかるように具体的に記入してください。 

（主な生産活動の種類）・・・製造・役務・農業・その他 

➢ 利用者数・・・報告年度の４月末時点における利用者数について、「雇用有」及び「雇用無」の実人数

をそれぞれ記入してください。 「雇用有」の場合、最低賃金の減額の特例許可の有無について、特例

許可が有る場合は「あり」を選択し、「雇用有」の内数（実人数）を記入してください。なお、新規開設事

業所の報告時は、サービス提供開始時点の内容を記入してください。 

➢ 平均賃金・・・報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）の平均賃金について、

雇用型、非雇用型のそれぞれについて月額及び時間額を記入してください。なお、次のいずれかに

該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 新規開設から 1 年未満の場合 

② 新規開設事業所の報告時 

➢ 生産活動収入（年間売上高）・・・報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）の生

産活動収入（年間売上高）を記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空

欄」としてください。 

① 新規開設から 1 年未満の場合 

② 新規開設事業所の報告時 

➢ 生産活動経費・・・報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）の生産活動経費を

記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 新規開設から 1 年未満の場合 
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② 新規開設事業所の報告時 

➢ 賃金支払総額・・・報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）の賃金支払総額を

記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 新規開設から 1 年未満の場合 

② 新規開設事業所の報告時 

➢ 平均労働時間・・・報告年度の４月末時点における利用者の平均労働時間（時間）を記入してください。 

なお、新規開設事業所の報告時は、サービス提供開始時点の内容を記入してください。 

➢ 就労継続支援Ａ型における運営状況の評価（スコア）の公表の有無・・・就労継続支援 A 型事業所に

おけるスコア表について、公表している場合は「あり」を選択し、評価の結果の PDF ファイルを添付し

てください。 

 

【就労継続支援 B型】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 主な生産活動の内容・・・前ページを参照してください。 

➢ 平均工賃・・・報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）の平均工賃の月額及び

時間額を記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 新規開設から 1 年未満の場合 

② 新規開設事業所の報告時 

➢ 生産活動収入（年間売上高）・・・前ページを参照してください。 

➢ 生産活動経費・・・前ページを参照してください。 

➢ 工賃支払総額・・・報告年度の前年度１年間（前年度の４月１日から３月３１日まで）の工賃支払総額を

記入してください。なお、次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 新規開設から 1 年未満の場合 

② 新規開設事業所の報告時 
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【就労定着支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ サービス別の項目 

➢ 過去３年の職場定着者数（定着率）・・・過去３年の職場定着者数及び定着率について、４つの期間

（支援開始後６月、支援開始後１年、支援開始後２年、支援開始後３年）ごとに記入してください。なお、

次のいずれかに該当する場合は、当該欄は「空欄」としてください。 

① 報告年度の前年度など、年度の途中に新たに当該障害福祉サービスの提供を開始した場合 

② 新規開設事業所の報告時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ システムからの連絡先 

➢ サービス担当者様名 

➢ システムからの連絡用メールアドレス・・・事業所ごとの個別のメールアドレスを入力して下さい。法人

で１つの登録のメールアドレスとは別に「承認」「差戻し」などのメールが届きます。 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ システムからの連絡先 

 

 

今年度から新たに入力をお願いする項目 

「システムからの連絡先」は、必ず入力してく

ださい。災害時情報共有システムの登録に

必要です。 
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⚫ 事業所詳細情報のカテゴリ別入力状況 

赤枠の表示があれば、オレンジ色の「承認者へ申請する」を押下して、承認申請が終了。 

※ 「承認」「差戻し」のお知らせは、メールで行います。登録メールアドレス・連絡用メールアドレスでの状

況確認をお願いします。 

 

以 上 

 

 

 

 

⑧ 承認者へ申請する 
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障害福祉サービス事業所等における防災対策の徹底について

ページ番号︓0000165007 更新⽇︓2024年11⽉6⽇更新

 社会福祉施設等の地震、集中豪⾬等の⾃然災害に対する防災対策については、これまでも、万全を期するようお願いしているところで
す。

 各障害福祉サービス事業所等におかれましては、後記３－⑴「留意事項」を踏まえ、防災対策に万全を期するとともに、災害による被害
発⽣時には、次により報告していただくようお願いします。

１ 災害による被害発⽣時の報告⽅法

 

災害による被害発⽣の状況 報告⽅法

（１）
⓵サービス提供の継続に著しい⽀障のある重⼤な建物
被害

⓶⼈的被害

ただちに、その被害状況について、障害⾃⽴⽀援課事業者指導係に電話（082-
504-2841）していただくようお願いします。

（２）
その他の被害（（１）以外）

「障害者⽀援施設等災害時情報共有システム」（※）で登録された災害につい
ては、速やかに、当該システムにより被害状況を報告してください。

それ以外の災害については、「社会福祉施設等被害状況報告書」（後記２）に
より、障害⾃⽴⽀援課へ報告してください。

（※）

 「緊急連絡先メールアドレス」の情報を更新されていない場合は、後記４－⑴「操作説明書」の⼿順に従い予め更新を⾏ってください。
 被害発⽣時に⓵障害福祉サービス等情報公表システムの「連絡⽤メールアドレス」及び⓶障害者⽀援施設等災害時情報共有システムの
「緊急連絡先メールアドレス」のいずれも更新されていない場合は、後記２「社会福祉施設等被害状況報告書」により報告してください。

２ 報告様式

社会福祉施設等被害状況報告書 [Wordファイル／29KB]

【報告先】

広島市健康福祉局障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
 メールアドレス︓jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

３ 関係資料等

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 運営上必要な届出・報告等 > 障害福祉サービス事業
所等における防災対策の徹底について

現在地
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⑴  留意事項 [PDFファイル／206KB]

⑵  リーフレット（施設の避難確保計画） [PDFファイル／430KB]

⑶  ⾮常災害対策計画と避難確保計画の⽐較 [PDFファイル／369KB]

⑷  厚⽣労働省事務連絡「社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について」
 （平成30年10⽉19⽇付け厚⽣労働省⼦ども家庭局⼦育て⽀援課ほか連名事務連絡）

⑸  厚⽣労働省事務連絡「災害発⽣時における社会福祉施設等の被災状況の把握等について」（令和6年11⽉6⽇改正） [PDFファイル
／263KB]

 

４ 障害者⽀援施設等災害時情報共有システム

災害時情報共有システムとは、災害発⽣時に、施設・事業所の被災状況などを国・⾃治体が共有し、災害対応の業務を⾏うために構築され
たシステムです。

⑴  障害者⽀援施設等災害時情報共有システム操作説明書 （施設向け） [PDFファイル／1.61MB]

⑵  リーフレット（障害者⽀援施設等災害時情報共有システム） [PDFファイル／1.29MB]

⑶ 障害者⽀援施設等災害時情報共有システム 関係連絡版＜外部リンク＞（ワムネット）

 

５ 関連サイト

災害時要配慮者利⽤施設における避難確保計画の作成等について（広島市危機管理室）

 

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
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障害福祉サービス事業所等における事故等発⽣状況報告書につい
て

ページ番号︓0000262197 更新⽇︓2023年9⽉6⽇更新

 事業所内⼜はサービス提供中において、事故⼜は感染症が発⽣した場合には、事業所の責任の有無にかかわらず、直ちに利⽤者の家族お
よび関係者に連絡を⾏うとともに、事故の状況、処置、経過、今後の対応ならびに改善策等を記録し、速やかに広島市障害⾃⽴⽀援課へ報
告書の提出を⾏うようお願いします。
 報告が必要な事故⼜は感染症については、主として次の通りです。

１ 事故等によるケガ等によるもの
 • 死亡事故（誤嚥によるもの等）
 • 重症事故（転倒・⾻折事故等で医療機関が関わったもの）
 • 無断外出（警察・消防等の他の機関が関わったもの、数⽇に渡るもの等）
 • 事件性のあるもの（職員による暴⼒事件等）
 • 運営上の事故の発⽣（不正会計処理、送迎中の交通事故、個⼈情報の流出等）
 • その他特に報告の必要があると事業所が判断したもの

２ 感染症の発⽣によるもの
 • 利⽤者⼜は従業者の中でノロウイルス、インフルエンザ⼜は新型コロナウイルス感染症等の感染症の発⽣
 ※以下に該当する場合のみ。
 ※共同⽣活援助、障害者⽀援施設⼜は障害児⼊所施設である場合は、「感染症発症状況記⼊表」も添付してください。
 ※区保健センターにも併せて連絡してください。

   ・ 死亡者⼜は重篤な患者が週に２名以上発⽣した場合
   ・ 有症者等が１０名以上⼜は全利⽤者の半数以上発⽣した場合
   ・ 通常の発⽣動向を上回る感染症等の発⽣が疑われ、特に管理者等が報告を必要と判断した場合

【報告書提出先】
 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
 Eメールアドレス︓jiritsu@city.hiroshima.lg.jp   FAX︓０８２－５０４－２２５６    

報告様式

・ 事故等発⽣状況報告書 [Wordファイル／18KB]

・ 感染症発⽣状況報告書 [Wordファイル／25KB]

・ 感染症発症状況記⼊表 [Excelファイル／18KB]
  ※共同⽣活援助 、障害者⽀援施設 及び障害児⼊所施設で「感染症発⽣状況報告書」を提出する場合のみ添付

関連情報

社会福祉施設等における感染症等発⽣時に係る報告について [PDFファイル／107KB]

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 運営上必要な届出・報告等 > 障害福祉サービス事業
所等における事故等発⽣状況報告書について

現在地
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指定更新申請書（障害福祉サービス（訪問系サービス））・移動
⽀援事業協定締結依頼（協定期間満了時）

ページ番号︓0000018653 更新⽇︓2025年1⽉10⽇更新

指定の更新

障害福祉サービスの指定は、６年ごとに更新を受けなければ、その期間の経過によって効⼒を失います。

指定更新の申請は、指定更新⽉の前々⽉末⽇までに⾏ってください。

なお、同⼀事業所で複数のサービスの指定を受けており、それぞれの有効期限が異なる場合には、いずれかの指定の有効期限に合わせてす
べての指定の更新を申請することも可能です。

（例）更新年⽉⽇が令和６年１１⽉１⽇である場合、令和６年９⽉３０⽇までに指定更新申請書⼀式を提出

ダウンロード

1. セルフチェックシート [Wordファイル／36KB]
2. 別添1（留意事項及び提出書類等チェック表） [Wordファイル／67KB]
3. 指定更新申請書 [Wordファイル／75KB]
4. 付表 [Excelファイル／53KB]
5. 参考様式 [Wordファイル／215KB]
6. 移動⽀援事業における協定締結依頼 [Wordファイル／33KB]

※体制等に関する届出書⼀式は、以下のページからダウンロードしてください。

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式

※移動⽀援事業の協定期間満了に伴う協定締結依頼に係る提出書類につきましても、上記書類を使⽤してください。

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 指定更新申請書（障害福祉サ
ービス（訪問系サービス））・移動⽀援事業協定締結依頼（協定期間満了時）

現在地
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指定更新申請書（障害福祉サービス（訪問系サービス除く）・障
害者⽀援施設）

ページ番号︓0000135237 更新⽇︓2025年1⽉10⽇更新

指定の更新

障害福祉サービス等の指定は、６年ごとに更新を受けなければ、その期間の経過によって効⼒を失います。

指定更新の申請は、指定更新⽉の前々⽉末⽇までに⾏ってください。

なお、同⼀事業所で複数のサービスの指定を受けており、それぞれの有効期限が異なる場合には、いずれかの指定の有効期限に合わせてす
べての指定の更新を申請することも可能です。

（例）更新年⽉⽇が令和６年１１⽉１⽇である場合、令和６年９⽉３０⽇までに指定更新申請書⼀式を提出

ダウンロード

1. セルフチェックシート [Wordファイル／36KB]
2. 別添1（留意事項及び提出書類等チェック表）
3. 指定更新申請書及び付表 [Excelファイル／430KB]
4. 参考様式 [Wordファイル／215KB]
5. 平均利⽤者数算定シート

 〔別添１（留意事項及び提出書類等チェック表）（サービス別）〕

療養介護 [Wordファイル／65KB]
⽣活介護 [Wordファイル／66KB]
短期⼊所 [Wordファイル／63KB]
⾃⽴訓練（機能訓練） [Wordファイル／67KB]
⾃⽴訓練（⽣活訓練） [Wordファイル／66KB]
就労移⾏⽀援 [Wordファイル／64KB]
就労継続⽀援Ａ型 [Wordファイル／70KB]
就労継続⽀援Ｂ型 [Wordファイル／64KB]
就労定着⽀援 [Wordファイル／62KB]
⾃⽴⽣活援助 [Wordファイル／61KB]
共同⽣活援助 [Wordファイル／68KB]
障害者⽀援施設 [Wordファイル／70KB]

 〔平均利⽤者数算定シート〕

平均利⽤者数算定シート [Excelファイル／55KB]
平均利⽤者数及び平均障害⽀援区分算定シート（⽣活介護） [Excelファイル／72KB]
平均利⽤者数算定シート（共同⽣活援助） [Excelファイル／62KB]
平均利⽤者数算定シート（就労定着⽀援・⾃⽴⽣活援助） [Excelファイル／56KB]

（参考） 従業者の員数等を算定する場合の利⽤者の数の考え⽅ [PDFファイル／96KB]

※体制等に関する届出書⼀式は、以下のページからダウンロードしてください。

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 指定更新申請書（障害福祉サ
ービス（訪問系サービス除く）・障害者⽀援施設）

現在地
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指定更新申請書（障害児通所⽀援・障害児⼊所施設）

ページ番号︓0000018851 更新⽇︓2025年1⽉10⽇更新

指定の更新

障害児通所⽀援等の指定は、６年ごとに更新を受けなければ、その期間の経過によって効⼒を失います。

指定更新の申請は、指定更新⽉の前々⽉末⽇までに⾏ってください。

なお、同⼀事業所で複数のサービスの指定を受けており、それぞれの有効期限が異なる場合には、いずれかの指定の有効期限に合わせてす
べての指定の更新を申請することも可能です。

（例）更新年⽉⽇が令和６年１１⽉１⽇である場合、令和６年９⽉３０⽇までに指定更新申請書⼀式を提出

ダウンロード

1. セルフチェックシート [Wordファイル／37KB]
2. 別添1（留意事項及び提出書類等チェック表）
3. 指定更新申請書及び付表 [Excelファイル／125KB]
4. 参考様式（障害児通所⽀援） [Excelファイル／63KB]
5. 参考様式1（障害児⼊所施設）(78KB)(Word⽂書)
6. 参考様式2（障害児⼊所施設） [Excelファイル／55KB]

 〔別添1（留意事項及び提出書類等チェック表）（サービス別）〕

児童発達⽀援センター [Wordファイル／68KB]
児童発達⽀援（児童発達⽀援センターを除く） [Wordファイル／64KB]
放課後等デイサービス [Wordファイル／66KB]
居宅訪問型児童発達⽀援 [Wordファイル／64KB]
保育所等訪問⽀援 [Wordファイル／61KB]
障害児⼊所施設 [Wordファイル／68KB]

※体制等に関する届出書⼀式は、以下のページからダウンロードしてください。

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 指定更新申請書（障害児通所
⽀援・障害児⼊所施設）

現在地
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指定更新申請書（特定・障害児相談⽀援事業、⼀般相談⽀援事
業）

ページ番号︓0000018852 更新⽇︓2025年1⽉10⽇更新

指定の更新

相談⽀援事業の指定は、６年ごとに更新を受けなければ、その期間の経過によって効⼒を失います。

指定更新の申請は、指定更新⽉の前々⽉末⽇までに⾏ってください。

なお、同⼀事業所で複数のサービスの指定を受けており、それぞれの有効期限が異なる場合には、いずれかの指定の有効期限に合わせてす
べての指定の更新を申請することも可能です。

（例）更新年⽉⽇が令和６年１１⽉１⽇である場合、令和６年９⽉３０⽇までに指定更新申請書⼀式を提出

ダウンロード

〔特定・障害児相談⽀援事業〕

1. セルフチェックシート(特定・障害児)(36KB)(Word⽂書)
2. 別添1（留意事項及び提出書類等チェック表） [Wordファイル／62KB]
3. 指定更新申請書及び付表(特定・障害児） [Excelファイル／33KB]
4. 参考様式(特定・障害児） [Wordファイル／163KB]

〔⼀般相談⽀援事業〕

1. セルフチェックシート(⼀般)(37KB)(Word⽂書)
2. 別添1（留意事項及び提出書類等チェック表） [Wordファイル／60KB]
3. 指定更新申請書及び付表(⼀般) [Excelファイル／76KB]
4. 参考様式(⼀般) [Wordファイル／157KB]

※体制等に関する届出書⼀式は、以下のページからダウンロードしてください。

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 指定更新申請書（特定・障害
児相談⽀援事業、⼀般相談⽀援事業）

現在地
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指定障害福祉サービス等の運営等に関する質問票

ページ番号︓0000232024 更新⽇︓2024年10⽉16⽇更新

指定障害福祉サービス等の運営等に関するご質問は、次の質問票によりご相談ください。

質問票 [Excelファイル／65KB]

 ※電⼦メールまたはＦＡＸで提出してください。
  電⼦メール送付先︓jiritsu@city.hiroshima.lg.jp（障害⾃⽴⽀援課メールアドレス）
   ＦＡＸ送付先︓０８２－５０４－２２５６
 ※電⼦メールによるお問い合わせの際、件名は、「質問票（サービス種別︓項⽬）」としてください。
   （例）「質問票（放課後等デイサービス︓○○加算の取得要件について）」

【質問票によりお問い合わせいただくもの】
・⼈員配置等の指定基準
・加算等の報酬算定事務
・障害福祉サービス等の情報公表制度
・業務管理体制
・指定更新、変更届、体制届出
・補助⾦事務（施設整備事業を除く）

【電話によりお問い合わせいただくもの】
 

（質問票によりお問い合わせいただいても差し⽀えありません）
・運営指導事務
・補助⾦事務（施設整備事業に限る）や財産処分
・本市からの照会事務
・新規指定や定員の変更などに係る事前相談の⽇程調整
・⾃⽴⽀援係へのお問い合わせ（請求等）

なお、照会担当者が⾝体の障害等により電⼦メール、ファックス作成が困難な場合は、電話でお問い合わせください（お問い合わせ時に、
その旨をお伝えください）。

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係  
〒730-8586

 

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
 広島市役所本庁舎3階

 

Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > お知らせ > 指定障害福祉サービス等の運営等に関す
る質問票
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（宛先）広島市健康福祉局障害福祉部障害自立支援課　事業者指導係　行（Eメール：jiritsu@city.hiroshima.lg.jp）

年 月 日令和質問日：質問者
事業所名(必須)

担当者名(必須)

障害福祉サービス等の運営等に関する質問票

指定基準について 加算・減算について

質問区分（該当するものに○をつけてください）(必須)

法人名(必須)

TEL番号(必須) FAX番号

事業所所在地(必須)

(○○区○○町)

メールアドレス

各職種の資格要件について

サービス種別(必須)

その他（　　　　）

質問内容

※　運営に関する問い合わせの際は、事前に国発出の基準省令、報酬告示、各種通
知や本市条例などの内容を確認してください。

指定更新について 補助金について

質問項目(必須)

内容(必須)

根拠通知・規程(必須)

変更届・体制届について

・必要事項をご記載の上、原則電子メールでお問い合わせください。

送付先メールアドレス jiritsu@city.hiroshima.lg.jp （広島市障害自立支援課メールアドレス）

・メールの件名は、「質問票（サービス種別：質問項目）」としてください。

(例)「質問票（放課後等デイサービス：従業者の常勤配置要件について）」

・回答は原則電話で行います。

・質問は１枚につき１項目としてください。

・国に照会して回答する場合等があるので、回答までに時間を要する場合があります。

・広島市外の指定事業所についてのお問い合わせについては、各指定権者の自治体にお問い合わせく

ださい (移動支援などの地域活動支援事業については、例外があります)。

資料集　 -100-



（宛先）広島市健康福祉局障害福祉部障害自立支援課　事業者指導係　行（Eメール：jiritsu@city.hiroshima.lg.jp）

○ 年 ○ 月 ○ 日

内容(必須)

特定事業所加算の要件ではサービス提供責任者が、サービス提供終了後に担当居宅
介護従業者から適宜報告を受けることになっているが、深夜帯に支援が終わり、サービ
ス提供責任者が対応できない場合、次のヘルパーへの引継ぎ及び指示については、ヘ
ルパー間で行うことはできないか？

根拠通知・規程(必須) ・厚生労働大臣が定める基準（平18厚労告543・第1号）イ－⑵－㈡

※　運営に関する問い合わせの際は、事前に国発出の基準省令、報酬告示、各種通
知や本市条例などの内容を確認してください。

メールアドレス ○○○○＠○○○.ｊｐ

質問区分（該当するものに○をつけてください）(必須)

指定基準について ○ 加算・減算について 各職種の資格要件について

サービス種別(必須) 居宅介護等

質問項目(必須) 特定事業所加算の取得要件について

変更届・体制届について 指定更新について 補助金について

その他（　　　　）

質問内容

担当者名(必須) ○○

TEL番号(必須) ０８２－○○○－○○○○ FAX番号 ０８２－○○○－○○○○

事業所所在地(必須)

(○○区○○町)
中区国泰寺町

障害福祉サービス等の運営等に関する質問票

質問者
法人名(必須) 株式会社○○ 事業所名(必須) ヘルパーステーション○○

質問日： 令和

・必要事項をご記載の上、原則電子メールでお問い合わせください。

送付先メールアドレス jiritsu@city.hiroshima.lg.jp （広島市障害自立支援課メールアドレス）

・メールの件名は、「質問票（サービス種別：質問項目）」としてください。

(例)「質問票（放課後等デイサービス：従業者の常勤配置要件について）」

・回答は原則電話で行います。

・質問は１枚につき１項目としてください。

・国に照会して回答する場合等があるので、回答までに時間を要する場合があります。

・広島市外の指定事業所についてのお問い合わせについては、各指定権者の自治体にお問い合わせく

ださい (移動支援などの地域活動支援事業については、例外があります)。

資料集　 -101-



利⽤者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書について

ページ番号︓0000018442 更新⽇︓2023年8⽉22⽇更新

 利⽤者負担上限額管理事務依頼(変更)届出書を掲出しますので、ダウンロードしてご利⽤ください。

 なお、この届出書の提出先は、障害⾃⽴⽀援課になります。

 

ダウンロード 

利⽤者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書（R5.8〜） [Excelファイル／50KB]

 

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 ⾃⽴⽀援係
〒730-8586
広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2148  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（請求関係） > 利⽤者負担上限額管理事務依
頼（変更）届出書について

現在地
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https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/217922.xls
https://www.city.hiroshima.lg.jp/soshiki/62/
mailto:jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
https://www.city.hiroshima.lg.jp/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789.html
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789-3678.html


介護給付費等過誤申⽴書様式について

ページ番号︓0000018642 更新⽇︓2019年10⽉21⽇更新

 介護給付費等申⽴書様式を掲出しますので、ダウンロードしてご利⽤ください。

 なお、この届出書の提出先は、障害⾃⽴⽀援課になります。

※提出期限は毎⽉26⽇（必着）としています（26⽇が休みの場合は前⽇⼜は前々⽇が期限となります。）。

 期限を過ぎて提出された場合は翌⽉の過誤処理となる可能性がございますのでご注意ください。

ダウンロード

過誤申⽴書様式（エクセル版）(38KB)(エクセル⽂書)
過誤申⽴書様式（ＰＤＦ版）(91KB)(PDF⽂書)

 

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 ⾃⽴⽀援係
〒730-8586
広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2148  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（請求関係） > 介護給付費等過誤申⽴書様式
について

現在地
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https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/55318.xls
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/55319.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/soshiki/62/
mailto:jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
https://www.city.hiroshima.lg.jp/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789.html
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789-3678.html


過誤申立について 

 

１．様式について 

「障害福祉サービス」「地域生活支援事業」とも、「過誤申立書（介護給付費・訓練等給付

費等明細書、サービス利用計画作成費請求書）」を使用してください（次頁）。広島市ホーム

ページに掲載していますのでご活用ください。 

（広島市ＨＰ→ページ番号「18642」または「介護給付費等過誤申立書様式について」で検索） 

 

２．過誤申立の方法 

 ①過誤処理が必要となった場合には、「過誤申立書」を広島市健康福祉局障害自立支援課に提

出してください。（毎月２６日を締め切りとします） 

 ②「過誤申立書」を提出した翌月に、再請求を行ってください。（取り下げのみの場合を除く） 

  再請求が遅れた場合は、過誤処理分の給付費を一旦全額返金していただくことになります。 

【例】 

 事業所  

 

国保連合会  

 

広島市 

１月 サービス提供   

２月 
１～１０日請求 請求受付  

 ３月 
審査結果・支払通知受取 支払決定  

広島市に「過誤申立書」提出  「過誤申立書」受付 

４月 
１～１０日 再請求 

（取り下げのみの場合は不要） 

過誤申立受付 

再請求受付 

前月２６日までに受けた 

過誤申立を国保連に送付 

５月 支払（差額調整） 
過誤処理決定 

再請求分の支払い決定 

 

 

※ 過誤処理・再請求が可能となるのは、介護給付費の支払が決定された後です。 

（請求月の翌々月以降） 

  （例）２月１０日に１月提供分を請求後、すぐに誤りに気づき、２月中に過誤申立書を提

出した場合でも、再請求は４月でないと行えません。（３月に再請求をしても、取下処

理がまだ行われていないため、「該当の請求情報は既に支払確定済です」との内容によ

り返戻となります） 

※ 過誤処理が必要なのは、承認された請求のみです。 

請求誤りにより返戻された請求については過誤申立ての必要はありません。 

 

３．過誤申立書の記入方法について 

  複数名の利用者の複数月の請求の過誤申立を行う場合は、利用者ごとに記入して下さい。 

  （提供月ごとで記入は行わないでください。）  ※記入例参考 
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3 4 1 0 0 8

事業所番号 3 4 ● ● ● ● ● ● ● ●

下記のとおり等事業者請求分の介護給付費・訓練等給付費等明細書、サービス利用計画作成費請求書（明細行）について過誤（取下）申請します。

サービス提供年月 支給決定障害者（保護者）氏名 支給決定に係る児童氏名

令和 　３年 １０月分 0 0 2 × × × × × × × 広島　太郎

令和 　３年 １１月分 0 0 2 × × × × × × × 広島　太郎

令和 　３年 １２月分 0 0 2 × × × × × × × 広島　太郎

令和 　３年 １０月分 0 0 2 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 国泰寺　花子 国泰寺　次郎

令和 　３年 １１月分 0 0 2 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 国泰寺　花子 国泰寺　次郎

令和 　３年 １２月分 0 0 2 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 国泰寺　花子 国泰寺　次郎

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

令和 　　年 　　月分

市町村名または福祉事務所名

市町村番号または福祉事務所番号

広　島　市

　　過誤申立書　　〈介護給付費・訓練等給付費等明細書、サービス利用計画作成費請求書（明細行）〉

　過誤申請対象となる介護給付費・訓練等給付費等明細書、サービス利用計画作成費請求書（明細行）の情報の報告

○○○○事業所　事業者及びその事業者の名称

令和　　４年　　３月　１０日報告

請求誤りによる取下

過誤申立事由

請求誤りによる取下

請求誤りによる取下

請求誤りによる取下

受給者証番号

請求誤りによる取下

請求誤りによる取下

※ 利用者ごとに
続けて記入してください。

〈記入例〉

〈注意〉事業所番号

複数の事業所番号をお持ちの場合は、
特に注意してください。

〈注意〉受給者番号

きょうだいでサービスを御利用の場合

は、特に注意してください。
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